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1.1 策定の趣旨 

佐賀西部広域水道企業団では、厚生労働省が平成 16 年度に策定した「水道

ビジョン」を踏まえて、平成 25 年 2 月に「佐賀西部広域水道企業団水道ビジ

ョン」(水道用水供給事業)を策定しました。現在、この「佐賀西部広域水道企業

団水道ビジョン」が目標年度である平成 28 年度を過ぎたこと、さらに、新た

な計画として 3 市 3 町 1 企業団の水道事業を統合して新たな水道事業となる

佐賀西部広域水道企業団水道事業を立ち上げたことから、新たな水道ビジョン

の作成が必要となっています。 

また、厚生労働省においては、平成 22 年度をピークとする人口減少社会の

本格的到来や、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災の経験より抜本的な危

機管理対策が求められているなど、水道を取り巻く環境が大きく変化している

ことを踏まえ、平成 25 年 3 月に「新水道ビジョン」を公表し、「地域ととも

に、信頼を未来につなぐ日本の水道」を基本理念とした水道の理想像「安全」、

「強靭」、「持続」を政策課題として、それぞれの対応策や目指すべき方向性が

示されています。 

 これらを踏まえて、佐賀西部広域水道企業団では、現状において本企業団が

抱える諸課題を抽出し、将来の水道のあるべき姿を見据え、目標を実現するた

めの具体的方策を示す「佐賀西部広域水道企業団新水道ビジョン」（以下、本ビ

ジョンと称します）を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1.1-1 水道の理想像 

資料：「新水道ビジョン（厚生労働省）」（平成 24 年度） 
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1.2 計画の位置づけ 

 

本ビジョンは、将来の目標像を示すとともに、水道事業・水道用水供給事業

の上位計画として短中期的な事業方針を示すものであります。厚生労働省の新

水道ビジョンで掲げられた「安全」、「強靭」、「持続」の考え方に基づき、解消

すべき課題や、必要な施策について体系的な整理を行うとともに、具体な実施

方策について検討します。 

なお、事業推進に向けて、総務省の公営企業の経営戦略を考慮した合理的な

計画を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2-1 本計画の位置づけ 

 

 

1.3 計画期間 

 

本ビジョンの計画期間は、令和 2 年度を初年度とし、令和 16 年度を最

終年度（目標年度）とする 15 年間とします。ただし、今後の事業運営に大

きな影響が及ぶような事態が生じた場合には、随時見直しを図ります。  

3  
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2.1 佐賀西部広域圏の概要 
 
 

（1）位置及び地勢 

 

 佐賀西部広域圏は、九州の北西部に位置し、西は長崎県、南は有明海に接し

たエリアであります。南には、長崎県へと連なっている多良岳山系がそびえ立

ち、麓には佐賀平野があり、嘉瀬川、六角川、鹿島川、塩田川等が有明海へと

注いでいます。 

 なお、佐賀平野は軟弱な地盤環境のために、地下水の過剰揚水の影響を受け

やすく、国内有数の地盤沈下地帯となっています。 

 このため、地下水を採取する揚水施設の設置については、昭和 49 年 7 月

から地域を定めて規制が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 地下水採取規制地域及びその区分 
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（2）佐賀西部広域水道企業団とは 

 

佐賀西部広域水道企業団は、昭和 52 年に佐賀県が策定した「佐賀県水道

整備基本構想」、昭和 60 年 12 月に策定した「佐賀西部地域広域的水道整備

計画」に示された佐賀西部地域の水道用水供給の事業主体として、昭和 61

年度に広域的方策を踏まえて関係市町の協力により創設しました。 

  この佐賀西部広域圏は、佐賀県を佐賀西部、佐賀東部、佐賀松浦の 3 つの

広域圏に分割したうちの 1 つであり、佐賀西部広域水道企業団発足当初は下

記に示す 1 市 7 町 1 企業団（1 市 12 町）が構成団体でありました（佐賀

西部圏域にある多久市、鹿島市及び太良町は水道用水供給対象者として不参

加）。 

 

○ 昭和 61 年度企業団創設時（1 市 7 町 1 企業団） 

武雄市 小城町 北方町 大町町 江北町 白石町 有明町 塩田町  

 西佐賀水道企業団(久保田町 三日月町 牛津町 芦刈町 福富町)    

 

  ○ 平成 15 年度多久市加入（2 市 7 町 1 企業団） 

多久市 武雄市 小城町 北方町 大町町 江北町 白石町 有明町 

塩田町 西佐賀水道企業団(久保田町 三日月町 牛津町 芦刈町 福富町)    

 

○ 平成の大合併（4 市 3 町 1 企業団） 

多久市 武雄市 小城市 嬉野市 大町町 江北町 白石町 

   西佐賀水道企業団（佐賀市久保田町 小城市三日月町・牛津町・芦刈町 白石町福富） 
 

表 2.1-1 佐賀西部広域水道企業団市町村合併 

 
当初認可及び変更認可（H15） 現 在（R 元） 備 考 

水
道
用
水
供
給
対
象
水
道
事
業 

多久市（H15 加入） 多久市  

武雄市 武雄市  

小城町 小城市（旧小城町）  

北方町 嬉野市 嬉野町と合併 

大町町 大町町  

江北町 江北町  

白石町 白石町（旧白石町・旧有明町）  

有明町 西佐賀水道企業団  

塩田町  佐賀市 佐賀市と合併 

西佐賀水道企業団 小城市（旧三日月町・旧牛津町・旧芦刈町）  

 久保田町 白石町（旧福富町）  

三日月町   

牛津町 

芦刈町 

福富町 

    旧武雄市及び旧北方町 → 武雄市  旧小城町、旧三日月町、旧牛津町及び旧芦刈町 → 小城市 

    旧白石町、旧有明町及び旧福富町 → 白石町  旧塩田町 → 嬉野市  旧久保田町 → 佐賀市 
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表 2.1-2 市町村合併状況（佐賀西部広域圏） 
 

※ 佐賀西部広域圏（本ビジョン P5～Ｐ9）については、企業団創設（Ｓ61）から水道事業統合（Ｒ2） 

までの事業の変遷を示すため、S54.3 月に設定された圏域及び市町村合併後に変更（Ｈ20.1 月）され 

た圏域を用いている。 
 

市町名 旧 市 町 名 人口（人） 面積（㎢） 合併期日 合併方式 

佐賀市 佐賀市、諸富町、大和町、富士町、三瀬村 
241,361 431 

H17.10.1 新設 

川副町、東与賀町、久保田町 H19.10.1 編入 

武雄市 武雄市、山内町、北方町 51,497 195 H18.3.1 新設 

小城市 小城町、三日月町、牛津町、芦刈町 45,852 96 H17.3.1 〃 

嬉野市 塩田町、嬉野町 30,392 127 H18.1.1 〃 

白石町 白石町、福富町、有明町 27,057 99 H17.1.1 〃 

 資料 人口：国勢調査（H17.10.1） 面積：国土地理院調べ（Ｈ16.10.1） 

 

図 2.1-２ 供給対象（佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業） 

 

②市町村合併後  
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また、令和 2 年度からは、佐賀西部広域水道企業団の構成団体の水道事業を統

合して、新たな水道事業を創設したことにより、佐賀市（久保田町）、小城市（小

城町）及び佐賀西部広域水道企業団水道事業に水道用水を供給する水道用水供給

事業に加えて、多久市、武雄市、小城市（三日月町、牛津町、芦刈町）、嬉野市、

大町町、江北町及び白石町の水道事業を経営するようになりました。 

 

 

【事業変更前】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業変更後】 
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2.2 佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の概要  

 

（1）水道用水供給事業の歩み（佐賀西部広域水道企業団）  

 

 佐賀西部広域圏における武雄市、小城町、北方町、大町町、江北町、

白石町、有明町、塩田町及び西佐賀水道企業団（久保田町、三日月町、

牛津町、芦刈町及び福富町）の 1 市 7 町 1 企業団（ 5 町）は、国土交

通省直轄の流況調整河川の佐賀導水事業により開発される 56,100ｍ

3/日を水源として、「佐賀西部地域広域的水道整備計画」に基づき広域

的かつ計画的な水道整備を行い、水道用水の安定供給を図ることを目

的に昭和 61 年 4 月に「佐賀西部広域水道企業団」を設立し、同年 10

月に水道用水供給事業の経営認可を取得しました。（厚生省生衛第 619 号） 

  また、佐賀西部広域圏の多久市においては、既存水源の取水量の低

下や、安定的な水利権の不足による新規水源確保が緊急の課題となっ

たため、佐賀県により「佐賀西部地域広域的水道整備計画」の改定が行

われ、多久市を計画区域として位置づけ、佐賀西部広域水道用水供給

事業において、多久市を新たに給水対象に追加した変更認可（厚生労

働省発健第 0408006 号）を平成 15 年 4 月に取得して、平成 16 年

度から多久市へ水道用水の供給を開始しました。  

  その後、市町の合併により、企業団の構成市町は、多久市、武雄市、

小城市（小城町）、嬉野市、大町町、江北町、白石町（白石地区及び有

明地区）及び西佐賀水道企業団（佐賀市（久保田町）、小城市（三日月

町、牛津町、芦刈町）、白石町（福富地区））となりました。  

  さらに、令和 2 年度から企業団の構成団体である多久市、武雄市、

嬉野市、大町町、江北町、白石町及び西佐賀水道企業団（佐賀市久保田

町を除いた小城市（三日月町、牛津町、芦刈町）及び白石町福富地区）

の水道事業を統合して佐賀西部広域水道企業団水道事業を創設したた

め、企業団の水道用水の供給を受ける団体は、佐賀市（久保田町）、小

城市（小城町）及び佐賀西部広域水道企業団水道事業となりました。  

  なお、現在の企業団の構成市町は、佐賀市、多久市、武雄市、小城市、

嬉野市、大町町、江北町及び白石町の 5 市 3 町であります。  
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表 2.2-1 佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の概要  

項    目  内        容  

認    可  
昭和 61 年 10 月 1 日  

創設認可  

平成 15 年 4 月 8 日  

変更認可  

令和 2 年 3 月 13 日  

変更届出  

計画目標年度  
昭和 80 年度  

（平成 17 年度）  
平成 28 年度  令和 16 年度  

計画給水対象  1 市 7 町 1 企業団  
2 市 7 町 1 企業団  

（合併後 4 市 3 町 1 企業団）  
2 市 1 企業団  

計画給水人口  

（最大）  
173,100 人  186,500 人  180,500 人  

計画一日最大給水量  53,300ｍ 3/日  53,300ｍ 3/日  53,300ｍ 3/日  

     

 

               構成団体水道事業の概要  

水道事業体  
創設認可  現在計画  

給水開始  計画給水人口  事業名  認可  目標年次  給水人口  一日最大給水量  

多久市  S42.5 10,000 10 拡  H22.3.25 R2 22,560 10,714 

武雄市  H20.1 52,360 創設  H20.1.9 H26 52,360 23,470 

小城市  S42.3 6,500 簡水統  R2.1 .6 R11 25,100 12,230 

嬉野市  S19.6 2,100 創設  H20.3.24 H29 27,100 12,400 

大町町  S30.4 10,000 6 拡  H22.3.29 H29 11,140 5,638 

江北町  S25.3 2,512 6 拡  H9.12.19 H22 11,500 5,410 

白石町  S29.11 26,320 2 拡  H17.1.1 H25 26,320 13,210 

西佐賀水道企業団  S33.4 23,300 7 拡  H10.2.27 H25 42,500 18,910 
 

佐賀西部広域水道企業団  Ｈ13.4 166,000 創設変更  H15.4.8 H28 186,500 53,300 

（R 元佐賀県の水道より）  

 

 

 水道用水供給対象水道事業  

 令和元年度まで  現   在（令和 2 年度から）  備  考  

水
道
用
水
供
給
対
象
水
道
事
業 

多久市（平成 15 年度加入）  佐賀西部広域水道企業団（水道事業創設）   

武雄市   多久市   

小城市（旧小城町）  武雄市   

嬉野市  嬉野市   

大町町  大町町   

江北町  江北町   

白石町（旧白石町・旧有明町）  白石町（旧白石町・旧有明町）   

西佐賀水道企業団  
小城市（旧三日月町・旧牛津町・  

旧芦刈町）及び白石町（旧福富町）  
西佐賀解散

後の構成市

町   佐賀市  佐賀市  

小城市（旧三日月町・旧牛津町・旧芦刈町）  小城市（旧小城町）   

白石町（旧福富町）    

※水道用水供給対象事業が 8 事業から 3 事業へ変更  
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図 2.1-２  給水対象（佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業）  

 

【統合前】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【統合後】  
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水道用水供給事業の沿革  

年  月  日  内       容  
 
Ｓ .52. 3 

 

 

 

Ｓ .54.12. 4 

 

Ｓ .60. 7.20 

 

 

Ｓ .60.12. 2 

 

 

Ｓ .60.12.16 

～  61. 2.15 

 

 

Ｓ .61. 3. 6 

 

 

Ｓ .61. 3.24 

 

Ｓ .61. 3.26 

 

 

Ｓ .61. 3.28 

 

Ｓ .61. 4. 1 

 

Ｓ .61.10. 1 

 

 

Ｓ .61.10. 1 

 

 

Ｈ .13.11.22 

 

 

Ｈ .14.10.25 

 

 

Ｈ .14.12.20 

 ～  15.1.15 

 

Ｈ .15. 2.24 

 

 

Ｈ .15. 3.11 

 

 

Ｈ .15. 4. 8 

 

 

Ｒ .  2. 3.13 

 
佐賀県水道整備基本構想策定  

（佐賀東部広域圏、佐賀西部広域圏、佐賀松浦広域圏）  

佐賀東部地域広域的水道整備計画策定  

 

佐賀西部広域水道連絡協議会設立（15 市町）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画策定を要請  

（水道法第５条の２により  13 市町の首長  →  知事）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を協議  

（水道法第５条の２により  知事  →  13 市町の首長）  

 

13 市町会議において佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）の同意議決、  

市長・町長から知事へ同意、１市７町１企業団（５町）議会において、佐賀西

部広域水道企業団の設立について議決  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を県議会へ提案  

（水道法第５条の２による）  

 

佐賀西部広域水道企業団の設立許可申請  

 

佐賀西部広域水道企業団の設立許可  

（佐賀県指令 60 地第 2976 号）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を県議会で同意議決  

 

佐賀西部広域水道企業団発足  

 

佐賀導水事業の施工通知  

（河川法第 70 条の２  →  建設省河開発第 100 号）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の経営認可  

（厚生省生衛第 619 号）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画の改定を要請  

（水道法第５条の２により  14 市町の首長→知事）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）を協議  

（水道法第５条の２により  知事→14 市町の首長）  

 

14 市町会議において佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）の同意  

決議、市長・町長から知事へ同意  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）を県議会へ提案  

（水道法第５条の２による）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定 (案 )を県議会で同意議決  

（計画区域：多久市の追加）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の変更認可  

(給水対象：多久市の追加 ,給水量の増加 ) （厚生労働省発健第 0408006 号） 

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業変更届出の承認（厚生労働省）  
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（2）水道用水供給事業の概要（佐賀西部広域水道企業団）  

 

佐賀西部広域水道企業団の水道用水供給事業は、国の佐賀導水事業
 
によ

り開発される一日最大 56,100m3 を水源とし、嘉瀬川浄水場で浄水処理し

た後、一日最大 53,300m3（現在の施設能力 48.460 m3）の水道用水を総

延長約 86km の送水管を経て 2 市 1 企業団（佐賀市、小城市、佐賀西部広

域水道企業団水道事業）に坊山配水池、永島配水池、大峠配水池、松本配水

池、丸尾平配水池、大谷口配水池、岳配水池、白石配水池、有明配水池、三

日月配水池、牛尾配水池、砥川配水池の 12 の配水池に供給しています。 

 

 

 

 

図 2.2-1 佐賀西部広域水道企業団の水道用水供給事業模式図  

佐賀西部広域水道企業団  

＊  
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 佐賀導水事業
＊
について  

1. 事業の概要  

佐賀平野を代表する筑後川、城原川、嘉瀬川の 3 つの大河川と、その間を

流れる中小河川を延長約 23km の導水路 で結ぶことで、洪水や水不足等の時

にこれらの川の水を互いにやりとりできるようにし、佐賀平野での課題であ

る「洪水被害」「水不足」「地盤沈下」の解決を図ろうというものです。  

・事業の概要と目的  

 

（1）治水対策事業  

事業の大きな柱の一つである洪水被害の軽減を目的とする「治水対策」

では、「巨勢川調整池」により、佐賀市街部の洪水被害の軽減を図るととも

に、各「ポンプ場」により内水被害の軽減も図ります。  

・巨勢川調整池の整備  

・ポンプ場の整備  

 

（2）利水対策事業  

もう一つの柱である水不足の解消等を目的とした「利水対策」では、川を

流れる水の量の改善と県西部地区への水道用水の供給、さらに川の水質悪

化が問題となっている佐賀市内河川への浄化用水の供給が行えるようにし

ます。  

・河川流況の改善  

・県西部への水道水の供給  

・佐賀市内河川への浄化用水の供給  

 

（3）工事の概要  

佐賀導水で行われた工事は、佐賀平野を流れる各河川を結ぶための導水

路の整備、洪水等を大きな川などへ吐き出すためのポンプ場の建設、そし

て、川の氾濫を防ぐために洪水を一時的に貯めるための調整池の整備の大

きく 3 つに分けられます。  

・導水路(管路、開水路)の工事  

・ポンプ場の工事  

・調整池の工事  

 

（4）事業の効果  

「治水」面では、巨勢川調整池やポンプ場の整備により、これまでに佐賀

導水路周辺地域の田畑や道路などの浸水や巨勢川下流部の河川の氾濫を

未然に防ぐなどの効果が出ています。  

出典  国土交通省  九州地方整備局  武雄河川事務所  HP 
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2  利水対策事業の内容 

 

嘉瀬川や城原川の水が少なくなった場合、お互いの川の水量のいずれかに

余裕があった場合には、余裕のある川から水が少ない川へ水を送ります。  

また、どちらも水が少ない場合で、筑後川の水量に余裕があれば、筑後川の水

を送ることにより、これらの川の流況を改善します。 

 

（1）県西部地区への水道用水の供給  

武雄市や白石町など佐賀平野西部の水道用水は、水源を主に地下水に頼っ

ていましたが、地盤沈下などが問題となったため、近くて流域も広い嘉瀬川

を水道用水の水源として利用できるようにして、地下水のくみ上げをやめる

ようにしました。  

しかし、嘉瀬川においても佐賀市を含めた周辺地域の水として多く利用さ

れていることから、水に余裕があるとはいえません。 

そのため、嘉瀬川の水が少ない時に、城原川や筑後川から水を送り、嘉瀬川

の流況を改善することで、安定的に水道用水が確保できるようにします。  

 

（2）佐賀市内の浄化用水の供給  

佐賀市内の川の水質を良くするために、市内の主な川のスタート地点とな

る多布施川に、水を供給します。多布施川に供給された水は、途中たくさん

の川に分かれながら、有明海へと流れていきます。 

 

（3）導水による水対策の範囲  
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（4）利水模式図  

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

維持用水  最大 0.3 ㎥/ s  

水   道  最大 0.65 ㎥/ s  
浄化用水  最大 1.2 ㎥/ s  

維持用水  最大 0.4 ㎥/ s  

水   道  最大 0.65 ㎥ / s  

浄化用水  最大 1.2 ㎥/ s  

維持用水  最大 0.1 ㎥/ s  

 

←    

→   
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（5）治水模式図  

 

（6）利水模式図  

 

（7）巨勢川調整池模式図  
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（8）利水施設の概要 

 

  

 

 

 

 

 

（9）事業の効果  
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表 2.2-2 水道用水供給事業の歩み（佐賀西部広域圏）  

 

 

年  月  日  内   容  

 

Ｓ .52. 3 

 

 

 

Ｓ .54.12. 4 

 

Ｓ .60. 7.20 

 

 

Ｓ .60.12. 2 

 

 

Ｓ .60.12.16 

～  61. 2.15 

 

 

 

Ｓ .61. 3. 6 

 

 

Ｓ .61. 3.24 

 

Ｓ .61. 3.26 

 

Ｓ .61. 3.28 

 

Ｓ .61. 4. 1 

 

Ｓ .61.10. 1 

 

 

Ｓ .61.10. 1 

 

 

Ｈ .13.11.22 

 

 

  Ｈ .14.10.25 

 

 

  Ｈ .14.12.10 

   ～14.12.25 

 

  Ｈ .15. 2.24 

 

 

Ｈ .15. 3.11 

 

 

Ｈ .15. 3 

 

 

 

佐賀県水道整備基本構想策定  

（佐賀東部広域圏、佐賀西部広域圏、佐賀松浦広域圏）  

佐賀東部地域広域的水道整備計画策定  

 

佐賀西部広域水道連絡協議会設立（15 市町）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画策定を要請  

（水道法第５条の２により  13 市町の首長  →  知事）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を協議  

（水道法第５条の２により  知事  →  13 市町の首長）  

 

13 市町会議において佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）の同意  

議決、市長・町長から知事へ同意  

１市７町１企業団（５町）議会において、佐賀西部広域水道企業団の設

立について議決  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を県議会へ提案  

（水道法第５条の２による）  

 

佐賀西部広域水道企業団の設立許可申請  

 

佐賀西部広域水道企業団の設立許可（佐賀県指令 60 地第 2976 号）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画（案）を県議会で同意議決  

 

佐賀西部広域水道企業団発足  

 

佐賀導水事業の施工通知  

（河川法第 70 条の２  →  建設省河開発第 100 号）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の経営認可  

（厚生省生衛第 619 号）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画の改定を要請  

（水道法第５条の２により  14 市町の首長→知事）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）を協議  

（水道法第５条の２により  知事→14 市町の首長）  

 

14 市町会議において佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）の同意

決議、市長・町長から知事へ同意  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定（案）を県議会へ提案  

（水道法第５条の２による）  

 

佐賀西部地域広域的水道整備計画改定 (案)を県議会で同意議決  

（計画区域：多久市の追加）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業の変更認可  

（給水対象：多久市の追加 ,給水量の増加）   

（生衛第 04080065 号）  
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2.3 佐賀西部広域水道企業団水道事業の概要  

 

（1）水道事業の歩み（佐賀西部広域水道企業団） 

  平成 16 年 6 月、厚生労働省により 21 世紀初頭における水道事業関

係者の共通の目標となる「水道ビジョン」が策定され、事業統合や管理

の共同化など多様な形態による新たな水道の広域化計画の推進が示され

ました。  

  そのような状況の中、平成 20 年 2 月の企業団定例議会において、「今

後の企業団の在り方として、財政・技術の両面にわたった運営基盤の強

化を図る必要から、昭和 52 年 3 月に佐賀県において策定された「佐賀

県水道整備基本構想」にある水道用水供給事業と水道事業の事業統合を

進めていきたい」と表明しました。  

  これにより平成 20 年 5 月に構成団体の水道担当部・課長と企業団職

員からなる「水道事業統合検討会」を立ち上げて、事業統合について検

討を重ねた結果、佐賀西部広域水道企業団管内の現状における問題点と

将来における課題の解決を図るためには、①経費削減、②危機管理体制

の強化、③組織体制の強化の面に効果をもたらす事業統合が有効な施策

との結論を「水道事業統合検討報告書」で取り纏め、平成 21 年 8 月の

企業団議会全員協議会へ報告しました。  

  そして、平成 25 年 8 月に将来的な水運用や施設の統廃合など事業統

合後の姿を概括的に明らかにする「佐賀西部地域水道事業統合基本計画

書」を策定し、また、平成 26 年 10 月には、基本計画書に事業統合後

の供給単価や構成団体財政負担額の試算等を補充し、更に加えて事業統

合の効果をわかりやすく整理し直した基本計画書の改訂版を策定しました。 

  これを受けて、構成団体に対し、事業統合に向け設置することになる

首長レベルの協議会への参加について意思確認を行い、その結果、協議

会への参加を希望しなかった小城市を除く、3 市 3 町 1 企業団及び佐賀

西部広域水道企業団で「佐賀西部広域水道事業統合協議会」を平成 27 年

10 月に発足させ、水道事業統合計画書を平成 28 年 12 月に策定しました。  

  なお、西佐賀水道企業団の構成団体である佐賀市は、佐賀西部広域水

道企業団から新たに用水供給を受け、久保田町地区を佐賀市水道事業の

給水区域に取り込むこととし、水道事業統合には参加しないこととなり

ました。  

  これらを踏まえて、水道事業統合の枠組みが確定したことから、平成

29 年 12 月に水道事業統合計画書の最終変更を行い、翌平成 30 年 3 月

に統合参加団体で「佐賀西部広域水道事業統合に関する基本協定書」を

締結しました。  

また、企業団に統合事務局を設置し、多久市、嬉野市及び西佐賀水道企
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業団から各１人合計３人の職員の派遣を受けて、令和２年４月１日の水

道事業統合を目指して、統合の準備を進めて参りました。  

そして、これまでの水道用水供給事業に加えて、新たに水道事業を実

施するための企業団規約の変更許可を、令和元年９月５日に佐賀県知事

から、また、水道事業の創設認可を、令和２年３月２６日に厚生労働大

臣から受けて、令和２年４月１日に水道事業を開始しました。  

   

 

（2）佐賀西部広域水道企業団水道事業の給水区域 

 

 新たに創設した佐賀西部広域水道企業団水道事業の給水区域は、多久市、

武雄市、小城市（三日月町、牛津町及び芦刈町）、嬉野市、大町町、江北町及

び白石町です。  

なお、佐賀市久保田町は佐賀市水道事業の給水区域となったため、令和２

年４月に佐賀東部広域圏に変更されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図 2.3-1 給水区域（佐賀西部広域水道企業団水道事業）  

給  水  区  域   
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表 2.3-1 水道事業創設の歩み  

年  月  内   容  

 

Ｈ .20.2 

 

 

 

  Ｈ .21.8 

 

 

 

 

  Ｈ .25.8 

 

 

 

  Ｈ .27.2 

 

 

 

 

Ｈ .27.10 

 

 

 

 

Ｈ .28.11 

 

 

Ｈ .29.12 

 

 

 

 

 

Ｈ .30.3.28 

 

Ｒ元 .9.5 

 

 

Ｒ2.3.13 

 

 

Ｒ2.3.26 

 

 

R2.4.1 

 

企業団議会で水道事業統合の検討を表明  

「佐賀県水道整備基本構想」（Ｓ52.3 月佐賀県策定）にある用水供給

事業と水道事業の事業統合を目指し、検討を進めていくことを表明  

 

企業団議会全員協議会に「水道事業統合検討報告書」報告  

構成団体の水道事業が抱える現在の問題と将来の課題を解決するた

めには、水道事業統合が、有効な施策であることから、具体的に検討

を進めていくことを了承  

 

企業団議会全員協議会に「水道事業統合基本計画書（案）」報告  

今後は、首長による水道事業統合推進協議会を設置して協議を進める

ことを確認  

 

企業団議会全員協議会に「水道事業統合基本計画書改訂（案）」報告  

「水道事業統合基本計画書改訂（案）」を報告し、「水道事業統合推進

協議会」を設置するために、構成団体に対して協議会への参加・不参

加の意思確認  

 

「佐賀西部広域水道事業統合協議会」設置  

7 構成団体（小城市を除く）と当企業団で設置する「佐賀西部広域水

道事業統合協議会」開催し、協議会の会長に谷口嬉野市長、副会長に

田島白石町長を選出  

 

「水道事業統合計画書（案）」策定  

（水道事業統合推進会議で「水道事業統合計画書（案）」を策定）  

 

「水道事業統合計画書の変更（案）」策定  

西佐賀水道企業団の構成団体である佐賀市が、佐賀西部広域水道企  

業団から新たに用水供給を受け、久保田町地区を佐賀市の給水区域に  

取り込むこととして、水道事業統合に参加しないことになったため、  

「水道事業統合計画書の変更（案）」を策定  

 

「佐賀西部広域水道事業統合に関する基本協定書」締結  

 

佐賀西部広域水道企業団規約の変更許可（佐賀県指令１市町第４号）  

（水道用水供給事業に加えて水道事業の設置）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道用水供給事業変更届出の承認  

（給水対象：佐賀市、小城市及び佐賀西部広域水道企業団水道事業）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道事業の創設認可  

（厚生労働省発生食 0326 第 3 号）  

 

佐賀西部広域水道企業団水道事業の開始  
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（3）水源及び浄水施設等の概要  

 

水道事業における令和 2 年度の水源及び浄水施設等の概要は以下のと

おりです。  

 また、今後、水源及び浄水施設等については、水道事業統合によって

余剰となる水源水量について、施設の統廃合を実施していく方針です。  

 

         水源及び浄水施設等の概要  

 水   源  水源種別  浄  水  場  
施設能力  

㎥/日  

経過年数  

（R2）  

将来  

計画  

多久地区  

厳木ダム  ダム水  厳木多久共同浄水場  4,850 33 ―  

肥前溜池  溜池  西多久浄水場  100 43 廃止  

船山水源  湧水  船山浄水場  12 44 〃  

武雄地区  

鳥海川（豊水）  

六角川（  〃  ）  

矢筈ダム  

表流水  

ダム水  
渕ノ尾浄水場  5,910 47 〃  

本部ダム  ダム水  第 2 浄水場  6,000 33 ―  

狩立・日の峯ダム  〃  大野浄水場  3,000 18 ―  

嬉野地区  

岩屋川内川  表流水  清水浄水場  7,250 46 ―  

吉田川  〃  岩ノ下浄水場  1,650 35 廃止  

春日水源  湧水  春日浄水場  80 43 ―  

大町地区  不動寺水源  表流水  不動寺浄水場  28 35 廃止  

 

  将来に向けた統廃合の要因  

 浄  水  場  
施設能力  

㎥/日  

経過年数  

（R2）  

将来  

計画  
将来計画の要因  

多久地区  

厳木多久共同浄水場  4,850 33 ―  唐津市との共同運営  

西多久浄水場  100 43 廃止  肥前溜池の水量不足及び水質悪化  

船山浄水場  12 44 〃  浄水場の老朽化と効率性に劣る  

武雄地区  

渕ノ尾浄水場  5,910 47 〃  
老朽化が著しい、水源が豊水水利

権  

第 2 浄水場  6,000 33 ―  水源水量が安定  

大野浄水場  3,000 18 ―     〃  

嬉野地区  

清水浄水場  7,250 46 ―     〃  

岩ノ下浄水場  1,650 35 廃止  水質悪化が顕著  

春日浄水場  80 43 ―  

小規模で効率的に劣る  

新たな施設整備に多額の費用を要

するため経済性を考慮  

大町地区  不動寺浄水場  28 35 廃止  水質悪化が顕著  
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表 2.3-2 水源及び浄水施設等  

 （嘉瀬川浄水場は水道用水供給事業の浄水場）  

 

 

 

 

 

 

  

凡 例
存 続・・・6施設

廃 止・・・5施設

市町境界

給水区域
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（４）組織体制の概要  

   本庁及び営業所 

    

年齢別職種別職員構成（令和 2 年 4 月 1 日現在）  
 

採用職種区分  

 
 
年齢  

事務職員  技術職員  合計  

職員数  

(人）   

比率

(％）  

職員数  

(人）  

比率

(％）  

職員数  

(人）  

比率

(％）  

55 歳以上  4 33.2 3 13.0 7 17.1 

50 歳以上 55 歳未満  2 16.7 3 13.0 5 12.1 

45 歳以上 50 歳未満  3 －  5 21.8 8 19.5 

40 歳以上 45 歳未満  1 16.7 4 17.4 5 12.1 

35 歳以上 40 歳未満  2 16.7 2 8.7 4  9.8 

30 歳以上 35 歳未満  1 －  3  13.0 4  9.8 

25 歳以上 30 歳未満  3 16.7 1 4.4 4  9.8 

25 歳未満  2 －  2  8.7 4  9.8 

合   計  18 100.0 23 100.0 41 100.0 

平均年齢  42 歳 0 月  41 歳 10 月  41 歳 11 月  

（注）  企業長、再任用短時間勤務職員、会計年度任用職員及び派遣職員を除く。  

総

務

課

経
営
企
画
課

浄

水

課

工

務

課

建

設

課

営

業

課

多
久
営
業
所

武
雄
営
業
所

嬉
野
営
業
所

大
町
営
業
所

江
北
営
業
所

白
石
営
業
所

事務局長

企業長企業団議会 監査委員

企業団議会 8人

・構成市町の首長

監査委員 2人

・構成市町の副市長及び副町長から選任

企業団職員 77人

・企業長及び再任用職員を除く

・市町派遣職員数 36人（内数）



24 

 

営業所は、水道事業統合による住民サービスに支障をきたさないよ

うに、当面の間は、市町ごとに配置することにしました。ただし、今

後は、給水申込、開閉栓の受付等についてインターネットサービスの

導入、料金納付方法の多様化を進め、住民サービスの低下を招かない

よう配慮しながら、営業所の統廃合を目指していきます。  

なお、現在は市町ごとに営業所を設置していますが、数年後は、下

記イメージ図のように杵島郡内の統合を図っていき、その後は、更な

る営業所の統廃合を進めていく方針です。  

また、それと同時に、営業所の窓口業務等の民間委託化を導入して、

人件費の削減を図っていく考えです。  

 

 

統合時の本庁及び営業所  
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（5）料金概要  

 

① 料金設定の考え方  
  

ア 水道用水供給事業  

 水道用水供給事業の供給料金については、３年ごとに財政収支計画を

見直して、構成市町の担当者及び企業団職員で構成する『用水供給料金

問題等検討委員会』で料金改定等について検討を行っています。  

現在の供給料金は、令和元年度から令和３年度までの料金算定期間と

なります。  
 

イ 水道事業  

統合した 7 事業体の料金は、20 ㎥当たりの料金比較で最大 1.5 倍の

格差がありました。そのため、事業統合から 3 年間は、各事業体の水

道料金を継続することとしました。  

その後は、段階的に料金格差を解消して激変緩和を講じながら、統合

から概ね 15 年後の料金統一を目指していきます。 
 

② 各地区の料金  
 

  ア 水道用水供給事業  

これまでの供給料金の推移は、下記のとおりです。 

 

平成１３年度～平成１５年度            (円/㎥ ,消費税抜き ) 

団  体  名  
武雄市、北方町、小城市、大町町、江北町、白石町、有明町、塩田町、

西佐賀水道企業団      

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

93.74 ―  141.39 

 

平成１６年度～平成１８年度              (円/㎥ ,消費税抜き) 

団  体  名  
武雄市、北方町、小城市、大町町、江北町、白石町、有明町、塩田町、

西佐賀水道企業団      

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

88 ―  122 

団  体  名  多久市    

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

122 ―  134 
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平成１９年度～平成２１年度           (円/㎥ ,消費税抜き ) 

団  体  名  武雄市、小城市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水道企業団      

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

88 ―  122 

団  体  名  多久市    

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

122 ―  134 

 

平成２２年度～平成２４年度            (円/㎥ ,消費税抜き ) 

団  体  名  武雄市、小城市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水道企業団      

料  金  体  系  責任水量及び使用水量による二部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

72 10 97 

団  体  名  多久市    

料  金  体  系  責任水量による一部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

88 ―  97 

 

平成２５年度～平成２７年度              (円/㎥ ,消費税抜き) 

団  体  名  
多久市、武雄市、小城市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水

道企業団      

料  金  体  系  責任水量及び使用水量による二部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

66 10 88 

 

平成２8 年度～平成３０年度           (円/㎥ ,消費税抜き ) 

団  体  名  
多久市、武雄市、小城市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水

道企業団      

料  金  体  系  責任水量及び使用水量による二部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

62 10 78 
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令和 元 年度                    (円/㎥ ,消費税抜き ) 

団  体  名  
多久市、武雄市、小城市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水道

企業団      

料  金  体  系  責任水量及び使用水量による二部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

62 10 74 

 

 

令和 ２ 年度～令和  3 年度              (円/㎥ ,消費税抜き) 

団  体  名  佐賀市、小城市、佐賀西部広域水道企業団      

料  金  体  系  責任水量及び使用水量による二部料金制  

供  給  料  金  
基本料金  使用料金  超過料金  

62 10 74 

 

 

イ 水道事業  

令和２年度（水道事業統合後）からの料金は下記のとおりである。  

 

別表（第２６条関係）  

１  多久営業所管内料金  水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当額を加

えた額とする。ただし、その額に１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てる。  

用  途  基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

一般用  ５㎥  まで  １ ,４００円  １０㎥  まで  １９０円  

１１㎥  ～  ２０㎥  ２６０円  

１０㎥  まで  １ ,９００円  ２１㎥  ～  ３０㎥  ３００円  

３１㎥  以上  ３２０円  

業務用  １０㎥  まで  ２ ,４００円  １０㎥  まで  ２４０円  

１１㎥  ～  ２０㎥  ３２０円  

２１㎥  ～  ３０㎥  ３４０円  

３１㎥  ～  ５０㎥  ３５０円  

５１㎥～１ ,０００㎥  ３７０円  

１ ,００１㎥  ～  ２ ,０００㎥  ２５０円  

２ ,００１㎥  ～  ３ ,０００㎥  ２００円  

３ ,００１㎥  以上  ５０円  
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２  武雄営業所管内料金  水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当額を加

えた額とする。ただし、その額に１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てる。  

用  途  基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

一般用  ５㎥  まで  ７６０円  １１㎥  ～  ６００㎥  ２７０円  

６㎥  ９３０円  ６０１㎥  以上  ２５０円  

 ７㎥  １ ,０８０円  

８㎥  １ ,２３０円  

９㎥  １ ,３８０円  

１０㎥  １ ,５３０円  

学校用及び

プール用  
１００㎥  まで  ２３ ,０００円  １０１㎥  以上  ２３０円  

 

 

 

３  嬉野営業所管内料金  水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当額を加え

た額とする。ただし、その額に１０円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り捨てる。  

用  途  基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

一般用  ５㎥  まで  ８７０円  １１㎥  以上  １７４円  

１０㎥  １ ,７４０円  

 

 

 

４  大町営業所管内料金  水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当額を加

えた額とする。ただし、その額に１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てる。  

用  途  
基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

家庭用及び  

営業用  
５㎥まで  独居老人  ９００円  １１㎥  ～  ２０㎥  ３１０円  

一般  １ ,２００円  ２１㎥  ～  ３０㎥  ３５０円  

１０㎥まで  独居老人  １ ,５００円  ３１㎥  ～  ４０㎥  ４００円  

一般  ２ ,１００円  ４１㎥以上  ４４０円  

備考  本表の適用を受ける独居老人は、当該年度の初日において７０歳以上に達した者とする。  
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５  江北営業所管内料金  水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当額を

加えた額とする。ただし、その額に１０円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り捨てる。  

用  途  
基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

家庭用  ５㎥  まで  ９００円  １１㎥  以上  ２７０円  

６㎥  １ ,０８０円  

７㎥  １ ,２６０円  

８㎥  １ ,４４０円  

９㎥  １ ,６２０円  

１０㎥  １ ,８００円  

営業用  １０㎥  １ ,８００円  １１㎥  ～  １ ,０００㎥  ２７０円  

１０㎥  １ ,８００円  １ ,０００㎥以上  １００円  

団体用  １００㎥  まで  １５ ,０００円  １０１㎥  ～  １ ,０００㎥  ２７０円  

１ ,００１㎥以上  １００円  

 

 

 

６  白石営業所管内料金   

（白石町白石、同有明、同福富の一部）  

水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当

額を加えた額とする。ただし、その額に１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り捨てる。  

用  途  
基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

一般家庭  

官公署  

各種組合  

事業所  

地区公民館  

５㎥  まで  １ ,４１０円  １１㎥  ～  ３０㎥  ３０５円  

１０㎥  まで  １ ,９０５円  ３１㎥  ～  ３ ,０００㎥  ３２４円  

３ ,００１㎥  以上  ２３９円  
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７  本庁営業課管内料金  

小城市三日月町の一部、同牛津町、  

同芦刈町、白石町福富の一部）  

水道料金は、本表により算出した額に、消費税等相当

額を加えた額とする。ただし、その額に１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り捨てる。  

用  途  
基本料金（１か月につき）  超過料金（１㎥  につき）  

水量  料金  水量  料金  

一般用  ８㎥まで  １ ,３００円  ９㎥  ～  ３０㎥  ２２７円  

３１㎥  ～  ５０㎥  ２８３円  

５１㎥  以上  ３０８円  

プール用  ８㎥まで  １ ,３００円  ９㎥  ～  ３０㎥  ２２７円  

３１㎥  ～  ５０㎥  ２８３円  

５１㎥  以上  ３０８円  

福祉用  ８㎥まで  １ ,３００円  ９㎥  ～  ３０㎥  ２８０円  

３１㎥  ～  ５０㎥  ３００円  

５１㎥  以上  ３００円  
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 厚生労働省の「新水道ビジョン」に示される「安全」、「強靭」、「持続」の 3 つ

の観点より、本事業が目指す方向性である「安全で安定した水の供給（安全）」、

「災害や事故に強い強靭な水道システムの確立（強靭）」、「健全な事業運営の持

続（持続）」を踏まえながら、事業の現状を評価し課題を整理します。  

 

3.1 安全で安定した水の供給（安全） 

 

（1）水源の現状評価と課題 

 

本企業団の水道用水供給事業・水道事業の今後とも利用する水源数は、水

道用水供給事業 1 箇所、水道事業 5 箇所（水道用水供給からの受水除く）の

合計 6 箇所あります。  

各水源の水質は、現浄水施設での浄水処理により水道法第 4 条で示されて

いる水質基準を厳守できるとともに、さらなる水質向上を図るために定めら

れた水質管理目標設定項目と病原性微生物等も管理しています。さらに、水

質事故対策として、「嘉瀬川・松浦川・六角川水質保全対策連絡協議会」の連

絡網による情報管理を実施しています。  

 また、水量的にも問題はなく、水質、水量の両面において、現在の良好な

状態を維持できるよう、水源環境の保全に努めていくことが重要と考えてい

ます。 

 

【課題】水源水質の確保 

 

（2）浄水処理の現状評価と課題  

 

現在の浄水施設の浄水処理方法は、急速ろ過方式あるいは緩速ろ過方式と

なっており、安全かつ良質な水を提供しています。 

しかし、一部の水源においては、塩素に対して耐性のあるクリプトスポリ

ジウム等の病原性微生物が原水に混入するおそれがあるため、原水の水質監

視を徹底することが重要と考えています。  

 ここで、浄水(水道水)水質については、すべて水質基準に適合しています。

浄水として適切な水質管理を行うため、原水も含めて水道法に基づく水質検

査を毎年定期的に実施しています。今後は、適切な施設管理や運転管理を継

続していくとともに、水質管理体制の強化及び広報活動等による水道水の安

全性の認知度向上を図っていく必要があります。 
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なお、水道利用者アンケート調査結果によると、水質面に関しては約８割の

方が安心(どちらかといえば安心を含む)、味・におい等の質の面では約７割の

方が満足(どちらかと言えば満足を含む)と感じており、この値の維持・増加を

目標に水源の保全を中心に事業を推進していきたいと考えています。 

 

【課題】水質管理の強化 

①  水道水の水質について        

 

図 3.1-1 水道利用者アンケート調査結果  

 

 ② 水道水の味・におい等について  

 

図 3.1-2 水道利用者アンケート調査結果  

安心

32%

どちらかとい

えば安心

44%

どちらともいえない

11%

どちらかといえば不安

11%

不安

2%

回答数 718

法律の基準が

守られていれ

ば今のままで

よい

41%水質の向上を

目指すべき

56%

わからない

3%

回答数 707
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（3）給水装置等の現状評価と課題  

 

給水装置としての貯水槽水道とは、ビルやマンション等に設置されている

受水槽等の水道施設であり、有効容量 10m3 を超える簡易専用水道と 10m3

以下の小規模貯水槽水道があります。  

貯水槽水道は、その所有者が管理することになっていますが、水質障害が

生じる可能性等、衛生上の問題が懸念されています。そのため、貯水槽水道

の所有者に対して、適切な管理に係る積極的な指導を今後も継続していく必

要があります。  

また、貯水槽水道以外に所有者が管理する施設として給水装置があり、同

様に衛生管理指導を行っていく必要があります。 

 

【課題】お客様所有の給水装置等の管理指導  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 管理区分 

○ 給水装置 

公道に埋設されている配水管の取り出し口から家庭のじゃ口まで

を「給水装置」といいます。この給水装置は、お客様の所有物です。 
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3.2 災害や事故に強い強靭な水道システムの確立（強靭）  

 

（1）非常時対策の現状評価と課題  

 

① 非常時の対応マニュアル 

東日本大震災や熊本地震においては、水道施設も他の施設と同様に大き

な被害を受け、長期にわたる断水被害が生じました。水道は、市民生活や

社会活動を行う上で欠くことのできないライフラインであり、平常時はも

とより地震等による非常時においても、可能な限り被害を抑え、水の供給

を継続することが求められます。  

本企業団においては、災害や事故等による非常時には、「地域防災計画」

等の防災関連諸計画を考慮して策定した「危機管理マニュアル」に基づい

て対応する計画です。  

現在は、既往の大規模地震の経験から得られた教訓を踏まえて、想定さ

れる被害状況や対応課題等についての検討、また、これらの検討結果に基

づく「危機管理マニュアル」等の見直しを図っていきます。  

 

② 応急給水・復旧  

災害等により施設・管路等に損傷が生じ、平常時の給水体制が取れない

場合は、応急給水拠点として位置づけられた配水池において飲料水を確保

し、仮設給水栓や給水車等を用いて応急給水を行います。事前の対応とし

て、耐震性が確保された既存の配水池に池内の貯留水の流出を防止するた

め緊急遮断弁を設置するとともに、応急給水栓等を整備する必要があります。 

また、災害に備えて、給水用ポリパック、車載用給水タンクを保有し、

復旧用の水道用資機材を備蓄していますが、災害の規模によっては断水等

の被害が広範囲に及んだり長期化したりする可能性があります。そのため、

事前に備蓄、調達に関して十分な準備や対策を行っておく必要があります。 

ちなみに、お客様アンケート調査結果によると、６割近くの人が災害時

に必要となる水を確保していません。  

非常時の応援体制については、(公社)日本水道協会を通じて、協会員で

ある他の水道事業体との間で相互に応援を行う体制が確保されており、ま

た、佐賀東部水道企業団、佐賀市との相互応援協定、佐賀西部広域水道企

業団の管工事組合との災害支援協定が締結されています。今後もこれらの

体制を拡充するとともに、応援受け入れ体制の強化に努める必要があります。 
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地震等の災害に備えて（飲料水の確保）  

 
図 3.2-1 水道利用者アンケート調査結果  

 

③ 耐震化 

災害時等の非常時に応急給水拠点となる配水池の耐震診断は進められてお

り、今後は耐震性の評価結果に基づき耐震化を図っていくことが重要な課題

となります。  

また、管路の耐震化率は、できる限り更新時期に合わせて進めていきますが、

更新の優先順位として。基幹管路や災害対応拠点、拠点病院等※1 への供給ル

ートとなる重要度の高い管路については、優先的に耐震化を進める必要があ

ります。 

 

※1 災害対応拠点：発災後の対応活動の拠点となる施設  

            ･･･市本庁、市消防本部、市水道部等  

   拠点病院等  ：地域防災計画等で位置づけられた救急告示医療機関  

            ･･･嬉野医療センター等  

 

④ 停電対策  

停電対策としては、非常用自家発電設備や UPS（無停電電源装置）を設置

することが有効と考え、基本的に全施設に設置していきます。老朽化による

停電に伴う断水等の障害発生を防止するため、今後とも老朽施設の更新を行

っていく必要があります。 

 

【課題】施設の耐震化、危機管理対策の強化、バックアップ機能等の強化  

 

ポリタンク等に水道水を

くみ置きしている

5%

市販のペットボトル入

りの飲料水を購入・備

蓄している

24%

井戸水を確保している

7%

確保していない

60%

その他

4%

回答数 740



36 

 

（2）配水池等の現状評価と課題  

本企業団の水道事業は、7 の水道事業を統合創設したので多くの施設を有

しています。水道用水供給事業では、調整池 2 池、受水池（兼配水池）12

池を保有しています。  

調整池は、受水池のバックアップ機能を有しており、配水池、調整池及び

受水池の全体の有効容量は、「水道施設設計指針」に示されている 12 時間分

以上が確保されています 

配水池は、地形や給水先エリア等の状況に応じて分けられた各配水系統に

配水するための拠点施設であり、配水区域の規模や運用状況を踏まえて必要

な容量を確保する必要があります。配水池によっては容量が不足あるいは過

大となっているものもあるため、今後、老朽化による施設更新を行う際には、

バックアップを考慮した適正な容量の検討を行った上で更新を進めていく

必要があります。  
 

【課題】バックアップ機能の強化 

 

（3）保安対策の現状評価と課題  

水道水の安全を確保するためには、水道施設への不法侵入、毒物投入等の

テロ行為等への対策を講じることも必要です。 

水道施設に対しては、フェンス等の侵入防止柵を設置していますが、保安・

防犯機能を維持・強化していく必要があります。 
 

【課題】危機管理の対策強化 

 

 

3.3 健全な事業運営の持続（持続）  

 

（1）管路の現状評価と課題 

現存する管路（導・送・配水管）の総延長は、約 1,800km です（平成 29

年 3 月末現在）。  

老朽化した管路は、水質障害や水量・水圧低下等の機能劣化の要因となり

ます。会計処理においては、減価償却を行うための年数として法定耐用年数

が用いられますが、法定耐用年数を超過した管路が直ちに使用不可能となる

わけではなく、日頃から適切な維持管理を行うことにより、さらに長期間使

用することが可能となります。 

 なお、現時点で管路の法定耐用年数である 40 年を超過する管路もあるた

め、今後は多くの更新を行うとともに、耐震化管路の割合を増加させる必要

があります。そのためには、更新需要の分散化、平準化を図りながら適切な
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更新の規模及び時期を設定し、健全な経営のもとに計画的な更新を行う必要

があります。  
 

【課題】管路の計画的運用・更新  

 

（2）広域化の推進の現状評価と課題  
 

これからますます複雑化し高度化する水道事業の経営基盤や技術基盤を

強化しながら、公営企業として公共性と企業性を両立させて安定した事業運

営に努めます。  

今後は、厚生労働省が水道ビジョンで示している「施設の共同化」、「管理

の一体化」、「経営の一体化」等を具体的に検討しながら、佐賀県において策

定された「佐賀県水道整備基本構想」の中で目標としている水道用水供給事

業と水道事業との統合の実現を図ります（令和 2 年度より変更）。  
 

【課題】事業運営体制の強化 

 

（3）事業運営の現状評価と課題  
 

健全な事業運営を維持し、アセットマネジメント等を活用しながら、事業

を進めています。今後とも健全な状況を保持し、独立採算を原則とする公営

企業として長期的に安定した事業を持続させるため、常日頃から事務・事業

の効率化や合理化を進めながら財政収支の均衡を図ります。  
 

【課題】財政の健全化等 

 

（4）お客様への情報提供と広報活動  
 

お客様に、水道事業・水道用水供給事業への理解を深めていただき、水道

に対する安心感や信頼感を持っていただくための手段として、広報活動は非

常に重要です。  

本企業団では、企業団の広報誌、水道に関するポスターやパンフレット、

ホームページ等を用いて情報提供を行っています。 

また、地元小学生の社会科見学（施設見学）の受け入れ、出前講座等を行

うなどの活動を行っています。 

しかし、お客様アンケート調査による企業団の情報提供に対するお客様満

足度をみると、2 割程度しか満足(どちらかというと満足を含む)をしていな

い状況にあります。高めていくためには、積極的な広聴活動を通じてお客様

のニーズを把握し、ハード・ソフト両面において適切な対応を図る必要があ

ります。また、広報活動への取り組みを強化し、いっそうの情報提供に努め

る必要があります。  
 

【課題】水道サービスの向上 
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企業団の情報提供について  

 

図 3.3-1 水道利用者アンケート調査結果  

 

 

（5）環境に配慮した施設等の現状評価と課題 

 

水道事業は、多くの電力を使用するため、環境への負荷の低減を図る責務

があります。そのため、エネルギー利用の効率化、水資源の利用効率の向上、

建設時の環境負荷低減等の対策を通じて、環境保全への取り組み強化を図り

ます。 

 

【課題】環境に配慮した施設等の設備  

 

 

 

 

 

 

 

 

満足

4%

どちらかといえば満足

17%

どちらともいえない

46%

どちらかといえば不満

8%

不満

3%

わからない

22%

回答数 696
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 水道の基本理念と目指す方向性の設定に向けて、水道事業が取り組むべき事

項や実現方策等を設定するためには、現状を評価し課題を認識すると共に、将来

の事業環境がどのように推移していくかを予測する必要があります。これを踏

まえて、水道における事業環境の変化について、外部環境と内部環境の両面から

整理します。  

 まず、外部環境として、給水人口及び給水量及び施設の効率性の変化を、また、

内部環境として、施設の老朽化に伴う更新需要、財務状況及び組織体制の変化を

要因として検討します。 

  

4.1 外部環境の変化 
 

（1）給水人口及び給水量の減少  

 水道事業における給水人口及び給水量の推計結果を、図 4.1-1 に示しま

す。給水人口は減少傾向にあり、目標年度の令和 16 年度には約 13 万人と

なっています。  

 また、給水量についても同様に減少傾向にあり、目標年度には一日最大給

水量が約 5 万 m3/日となっています。  

 施設等の固定費が多くを占める装置産業的な性格を持っている水道事業

において、給水量の減少は、料金収入の減少につながるものの、事業費の減

少には直接的にはつながらないため、事業経営が悪化する要因となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図 4.1-1 給水人口及び給水量の推移  
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① 水道用水供給事業 給水人口及び給水量の実績値・予測値 

 

給水人口・給水量 

・人口、給水量ともに、直近 10 年間（H20～H29）の実績を用いて将来値を推測しています。 

・人口及び給水量の推計は、統合前の 8 箇所(多久市、武雄市、嬉野市、小城市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水道企業団)の水道事業単位で行っています。 

・西佐賀水道企業団は、水道事業の統合に参加した小城市（三日月町･牛津町･芦刈町）及び白石町（福富）と佐賀市水道事業に編入された佐賀市（久保田町）についてそれぞれ推計しています。 

・統合後の人口及び給水量は、各事業の推計結果を合算しています。 

 

 
 

給水人口及び給水量の実績・計画 合計 【佐賀西部広域水道企業団　水道用水供給事業】

年度　

　項目 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

431,483 430,131 428,110 426,256 424,437 422,242 420,098 418,036 415,970 413,373 411,484 409,332 407,182 404,721 402,258 399,796 397,333 394,872 392,277 389,683 387,088 384,494 381,899 379,185 376,472 373,757 371,044

201,191 200,325 199,200 197,771 196,034 194,539 192,619 190,967 189,293 187,464 185,994 184,215 182,439 180,599 178,757 176,916 175,074 173,236 171,391 169,548 167,704 165,859 164,016 162,180 160,345 158,510 156,674

(180,500)

197,967 197,301 196,388 194,644 193,515 192,050 190,240 188,431 186,804 184,989 183,671 182,054 180,460 178,736 177,077 175,436 173,700 172,013 170,337 168,640 166,893 165,225 163,539 161,793 160,102 158,386 156,674

98.4 98.5 98.6 98.4 98.7 98.7 98.8 98.7 98.7 98.7 98.8 98.8 98.9 99.0 99.1 99.2 99.2 99.3 99.4 99.5 99.5 99.6 99.7 99.8 99.8 99.9 100.0

65,008 65,018 65,640 65,800 66,066 66,190 66,808 67,026 67,027 67,991 67,811 67,515 67,224 66,837 66,473 66,102 65,699 65,314 64,827 64,331 63,809 63,319 62,827 62,300 61,799 61,280 60,758

一人一日平均使用水量

(ℓ/人/日) 176 178 179 180 178 176 178 180 183 186 186 187 188 189 190 191 191 192 193 194 195 196 197 198 199 200 201

一日平均使用水量

（m3/日） 34,831 35,116 35,232 34,945 34,475 33,744 33,921 33,952 34,160 34,409 34,143 34,016 33,865 33,710 33,583 33,426 33,256 33,088 32,921 32,752 32,566 32,398 32,261 32,049 31,886 31,714 31,512

一日平均使用水量

（m3/日） 9,512 9,300 9,263 9,038 8,664 9,285 8,575 8,806 8,847 8,512 8,811 8,796 8,782 8,769 8,756 8,744 8,731 8,722 8,709 8,698 8,687 8,676 8,667 8,657 8,648 8,638 8,631

一日平均使用水量

（m3/日） 1,604 1,637 1,611 1,530 1,398 1,320 1,268 1,218 1,282 1,522 1,338 1,343 1,347 1,352 1,356 1,361 1,365 1,370 1,374 1,379 1,384 1,388 1,393 1,398 1,403 1,407 1,412

一日平均使用水量

（m3/日） 255 269 332 345 1,091 1,286 1,297 1,320 1,299 1,508 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319 1,319

一日平均使用水量

（m3/日） 46,202 46,322 46,438 45,858 45,628 45,635 45,061 45,296 45,588 45,951 45,611 45,474 45,313 45,150 45,014 44,850 44,671 44,499 44,323 44,148 43,956 43,781 43,640 43,423 43,256 43,078 42,874

1,685 1,683 1,558 1,432 1,305 1,451 1,349 1,596 1,435 1,457 1,463 1,452 1,443 1,430 1,421 1,408 1,397 1,384 1,373 1,362 1,349 1,337 1,327 1,313 1,301 1,290 1,276

8,630 8,358 8,268 8,376 8,759 8,502 7,804 7,470 7,417 6,928 6,613 6,342 6,076 5,778 5,471 5,177 4,892 4,599 4,310 4,017 3,714 3,443 3,152 2,867 2,585 2,298 2,024

(52,900)

56,518 56,363 56,264 55,665 55,693 55,588 54,214 54,362 54,440 54,336 53,687 53,268 52,832 52,358 51,906 51,435 50,960 50,482 50,006 49,527 49,019 48,561 48,119 47,603 47,142 46,666 46,174

285 286 286 286 288 289 285 288 291 294 292 293 293 293 293 293 293 293 294 294 294 294 294 294 294 295 295

(68,900)

68,394 67,724 70,391 69,848 66,054 65,479 63,071 94,920 68,558 63,422 70,038 69,473 68,893 68,260 67,658 67,027 66,398 65,760 65,130 64,496 63,823 63,217 62,628 61,945 61,335 60,707 60,055

345 343 358 359 341 341 332 504 367 343 381 382 382 382 382 382 382 382 382 382 382 383 383 383 383 383 383

81.7 82.2 82.5 82.4 81.9 82.1 83.1 83.3 83.7 84.6 85.0 85.4 85.8 86.2 86.7 87.2 87.7 88.1 88.6 89.1 89.7 90.2 90.7 91.2 91.8 92.3 92.9

84.7 85.2 85.3 85.0 84.3 84.7 85.6 86.3 86.4 87.2 87.7 88.1 88.5 89.0 89.5 89.9 90.4 90.9 91.4 91.9 92.4 92.9 93.4 94.0 94.5 95.1 95.6

82.6 83.2 79.9 79.7 84.3 84.9 86.0 57.3 79.4 85.7 76.7 76.7 76.7 76.7 76.7 76.7 76.7 76.8 76.8 76.8 76.8 76.8 76.8 76.8 76.9 76.9 76.9

計画

給　水　人　口 （人）

給 水 普 及 率 （％）

給  水  戸  数 （戸）

実績

行政区域内人口　※ （人）

給水区域内人口 （人）

一 日 最 大 給 水 量 （m3/日）

一人一日最大給水量 (ℓ/人/日)

有　　 収　　 率 （％）

（m3/日）

　無　 効　 水　 量 （m3/日）

一 日 平 均 給 水 量 （m3/日）

一人一日平均給水量 (ℓ/人/日)

用
　
　
途
　
　
別
　
　
水
　
　
量

有
　
　
効
　
　
水
　
　
量

有
　
 

収
　
 

水
　
 

量

生 活 用

業務営業用

工 場 用

そ の 他

計

無　収　水　量

有　　 効　　 率 （％）

負　　 荷　　 率 （％）
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水 量 人 口

千m
3／日 千人

2,500 150 450

2,000 120 350

1,500 90 250

1,000 60 150

500 30 50

0 0 -50

実績　→ ←　計画

Ａ （人） 431,483 430,131 428,110 426,256 424,437 422,242 420,098 418,036 415,970 413,373 411,484 409,332 407,182 404,721 402,258 399,796 397,333 394,872 392,277 389,683 387,088 384,494 381,899 379,185 376,472 373,757 371,044

Ｂ （人） 201,191 200,325 199,200 197,771 196,034 194,539 192,619 190,967 189,293 187,464 185,994 184,215 182,439 180,599 178,757 176,916 175,074 173,236 171,391 169,548 167,704 165,859 164,016 162,180 160,345 158,510 156,674

Ｃ （人） 197,967 197,301 196,388 194,644 193,515 192,050 190,240 188,431 186,804 184,989 183,671 182,054 180,460 178,736 177,077 175,436 173,700 172,013 170,337 168,640 166,893 165,225 163,539 161,793 160,102 158,386 156,674 180,500

Ｄ （m
3／日） 108,242 108,242 108,242 108,242 108,242 108,242 108,242 106,990 104,990 104,990 104,487 104,487 94,887 94,887 94,847 94,847 94,747 94,747 93,747 93,747 82,347 82,347 82,347 82,347 82,347 82,347 82,347

Ｅ （m
3／日） 68,394 67,724 70,391 69,848 66,054 65,479 63,071 94,920 68,558 63,422 70,038 69,473 68,893 68,260 67,658 67,027 66,398 65,760 65,130 64,496 63,823 63,217 62,628 61,945 61,335 60,707 60,055 68,900

Ｆ （m
3／日） 56,518 56,363 56,264 55,665 55,693 55,588 54,214 54,362 54,440 54,336 53,687 53,268 52,832 52,358 51,906 51,435 50,960 50,482 50,006 49,527 49,019 48,561 48,119 47,603 47,142 46,666 46,174 52,900

Ｇ （L／人／日） 345 343 358 359 341 341 332 504 367 343 381 382 382 382 382 382 382 382 382 382 382 383 383 383 383 383 383

Ｈ （L／人／日） 285 286 286 286 288 289 285 288 291 294 292 293 293 293 293 293 293 293 294 294 294 294 294 294 294 295 295

Ｉ （円／m
3） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ｊ （円／m
3） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注） グラフ内には、Ａ（赤）、Ｃ（黄）、Ｄ（緑）、Ｅ（青）、Ｇ（紫）および工期（黒）を記入する。

給水原価＝（総費用－受託工事費）÷年間総有収水量、供給単価＝給水収益÷年間総有収水量

軽微な変更及び事業の全部譲り受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。

H24 H25

佐賀西部広域水道企業団

都道府県名 佐　賀　県
水　　　道　　　台　　　帳　　　（ 4 ） 整 理 番 号 41 - 502 

事業主体名

１人１日給水量

L／人／日

年　　　度
H20 H21

　項　　　目
R10H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 認可値R11 R12 R13 R14 R15

R16

目標年度

工　　期

供 給 単 価

行 政 区 域 内 人 口

給 水 区 域 内 人 口

給 水 人 口

公 称 施 設 能 力

１ 日 最 大 給 水 量

１ 日 平 均 給 水 量

１ 人 １ 日 最 大 給 水 量

１ 人 １ 日 平 均 給 水 量

給 水 原 価

H28H22 H23 H26 H27

A 行政区域内人口

Ｃ 給水人口

Ｅ 1日最大給水量

Ｇ 1人1日最大給水量

Ｄ 公称施設能力
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② 水道事業 給水人口及び給水量の実績値・予測値 

 

給水人口・給水量の算出 

・人口、給水量ともに、直近 10 年間（H20～H29）の実績を用いて将来値を推測しています。 

・人口及び給水量の推計は、統合前の 7 箇所(多久市、武雄市、嬉野市、大町町、江北町、白石町、西佐賀水道企業団)の水道事業単位で行っています。 

・西佐賀水道企業団については、小城市（三日月町･牛津町･芦刈町）及び白石町（福富）で推計しています。 

・統合後の人口及び給水量は、各事業の推計結果を合算しています。 

 

 
 

給水人口及び給水量の実績・計画 合計 【佐賀西部広域水道企業団　水道事業】

年度　

　項目 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

194,042 193,043 191,766 190,134 188,433 186,773 184,936 183,415 181,818 180,032 178,294 176,586 174,880 173,113 171,344 169,575 167,806 166,039 164,267 162,495 160,723 158,951 157,179 155,413 153,647 151,880 150,114

173,496 172,645 171,750 170,381 168,743 167,454 165,752 164,268 162,782 161,175 159,528 157,861 156,196 154,494 152,789 151,086 149,382 147,681 145,985 144,290 142,595 140,900 139,206 137,531 135,858 134,184 132,510

(154,600)

170,643 169,984 169,301 167,610 166,577 165,313 163,720 162,079 160,638 159,043 157,534 156,010 154,507 152,901 151,342 149,819 148,202 146,633 145,088 143,520 141,904 140,368 138,797 137,194 135,648 134,077 132,510

98.4 98.5 98.6 98.4 98.7 98.7 98.8 98.7 98.7 98.7 98.8 98.8 98.9 99.0 99.1 99.2 99.2 99.3 99.4 99.5 99.5 99.6 99.7 99.8 99.8 99.9 100.0

56,052 55,967 56,409 56,640 56,842 56,837 57,251 57,513 57,443 58,240 57,945 57,643 57,341 56,961 56,597 56,236 55,842 55,464 55,005 54,537 54,046 53,585 53,116 52,621 52,154 51,670 51,182

一人一日平均使用水量

(ℓ/人/日) 172 174 176 176 174 171 174 176 179 183 183 184 185 186 187 188 189 190 191 192 193 194 195 196 197 198 199

一日平均使用水量

（m3/日） 29,360 29,604 29,722 29,509 28,979 28,283 28,537 28,584 28,794 29,028 28,783 28,668 28,528 28,378 28,265 28,124 27,979 27,810 27,671 27,528 27,362 27,222 27,084 26,895 26,754 26,605 26,434

一日平均使用水量

（m3/日） 8,718 8,483 8,452 8,231 7,906 8,528 7,794 7,983 8,068 7,863 7,995 7,976 7,959 7,942 7,925 7,909 7,892 7,877 7,861 7,846 7,831 7,816 7,802 7,788 7,774 7,760 7,748

一日平均使用水量

（m3/日） 1,390 1,399 1,428 1,338 1,304 1,241 1,210 1,160 1,196 1,427 1,258 1,263 1,267 1,272 1,276 1,281 1,285 1,290 1,294 1,299 1,304 1,308 1,313 1,318 1,323 1,327 1,332

一日平均使用水量

（m3/日） 236 253 313 320 1,075 1,261 1,272 1,301 1,277 1,333 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298 1,298

一日平均使用水量

（m3/日） 39,704 39,739 39,915 39,398 39,264 39,313 38,813 39,028 39,335 39,651 39,334 39,205 39,052 38,890 38,764 38,612 38,454 38,275 38,124 37,971 37,795 37,644 37,497 37,299 37,149 36,990 36,812

1,411 1,404 1,314 1,201 1,092 1,230 1,134 1,364 1,225 1,239 1,235 1,224 1,215 1,202 1,194 1,182 1,173 1,159 1,150 1,140 1,128 1,116 1,107 1,095 1,084 1,073 1,060

8,009 7,799 7,676 7,749 8,061 7,790 7,110 6,839 6,935 6,409 6,103 5,846 5,596 5,308 5,020 4,744 4,471 4,197 3,923 3,648 3,360 3,106 2,831 2,563 2,297 2,031 1,763

(45,900)

49,124 48,942 48,905 48,348 48,417 48,333 47,057 47,231 47,495 47,299 46,672 46,275 45,863 45,400 44,978 44,538 44,098 43,631 43,197 42,759 42,283 41,866 41,435 40,957 40,530 40,094 39,635

288 288 289 288 291 292 287 291 296 297 296 297 297 297 297 297 298 298 298 298 298 298 299 299 299 299 299

(60,300)

59,559 59,332 61,555 61,199 57,220 56,826 54,791 83,054 60,298 55,327 61,341 60,804 60,253 59,633 59,068 58,475 57,888 57,265 56,686 56,103 55,468 54,913 54,338 53,702 53,133 52,555 51,943

349 349 364 365 344 344 335 512 375 348 389 390 390 390 390 390 391 391 391 391 391 391 391 391 392 392 392

80.8 81.2 81.6 81.5 81.1 81.3 82.5 82.6 82.8 83.8 84.3 84.7 85.1 85.7 86.2 86.7 87.2 87.7 88.3 88.8 89.4 89.9 90.5 91.1 91.7 92.3 92.9

83.7 84.1 84.3 84.0 83.4 83.9 84.9 85.5 85.4 86.5 86.9 87.4 87.8 88.3 88.8 89.3 89.9 90.4 90.9 91.5 92.1 92.6 93.2 93.7 94.3 94.9 95.6

82.5 82.5 79.4 79.0 84.6 85.1 85.9 56.9 78.8 85.5 76.1 76.1 76.1 76.1 76.1 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.2 76.3 76.3 76.3 76.3 76.3

計画実績

行政区域内人口　※ （人）

給水区域内人口 （人）

給　水　人　口 （人）

そ の 他

計

無　収　水　量 （m3/日）

　無　 効　 水　 量 （m3/日）

給 水 普 及 率 （％）

給  水  戸  数 （戸）

用
　
　
途
　
　
別
　
　
水
　
　
量

有
　
　
効
　
　
水
　
　
量

有
　
 

収
　
 

水
　
 

量

生 活 用

業務営業用

工 場 用

負　　 荷　　 率 （％）

一人一日最大給水量 (ℓ/人/日)

有　　 収　　 率 （％）

有　　 効　　 率 （％）

一 日 平 均 給 水 量 （m3/日）

一人一日平均給水量 (ℓ/人/日)

一 日 最 大 給 水 量 （m3/日）
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水 量 人 口

千m3／日 千人

2,500 150 200

2,000 120 150

1,500 90 100

1,000 60 50

500 30 0

0 0 -50

実績　→ ←　計画

Ａ （人） 194,042 193,043 191,766 190,134 188,433 186,773 184,936 183,415 181,818 180,032 178,294 176,586 174,880 173,113 171,344 169,575 167,806 166,039 164,267 162,495 160,723 158,951 157,179 155,413 153,647 151,880 150,114

Ｂ （人） 173,496 172,645 171,750 170,381 168,743 167,454 165,752 164,268 162,782 161,175 159,528 157,861 156,196 154,494 152,789 151,086 149,382 147,681 145,985 144,290 142,595 140,900 139,206 137,531 135,858 134,184 132,510

Ｃ （人） 170,643 169,984 169,301 167,610 166,577 165,313 163,720 162,079 160,638 159,043 157,534 156,010 154,507 152,901 151,342 149,819 148,202 146,633 145,088 143,520 141,904 140,368 138,797 137,194 135,648 134,077 132,510 154,500

Ｄ （m3／日） 91,268 91,268 91,268 91,268 91,268 91,268 91,268 90,666 88,666 88,666 88,163 88,163 81,466 81,466 81,426 81,426 81,326 81,326 80,326 80,326 68,926 68,926 68,926 68,926 68,926 68,926 68,926

Ｅ （m3／日） 59,559 59,332 61,555 61,199 57,220 56,826 54,791 83,054 60,298 55,327 61,341 60,804 60,253 59,633 59,068 58,475 57,888 57,265 56,686 56,103 55,468 54,913 54,338 53,702 53,133 52,555 51,943 60,300

Ｆ （m3／日） 49,124 48,942 48,905 48,348 48,417 48,333 47,057 47,231 47,495 47,299 46,672 46,275 45,863 45,400 44,978 44,538 44,098 43,631 43,197 42,759 42,283 41,866 41,435 40,957 40,530 40,094 39,635 45,900

Ｇ （L／人／日） 349 349 364 365 344 344 335 512 375 348 389 390 390 390 390 390 391 391 391 391 391 391 391 391 392 392 392

Ｈ （L／人／日） 288 288 289 288 291 292 287 291 296 297 296 297 297 297 297 297 298 298 298 298 298 298 299 299 299 299 299

Ｉ （円／m3） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

Ｊ （円／m3） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注） グラフ内には、Ａ（赤）、Ｃ（黄）、Ｄ（緑）、Ｅ（青）、Ｇ（紫）および工期（黒）を記入する。

給水原価＝（総費用－受託工事費）÷年間総有収水量、供給単価＝給水収益÷年間総有収水量

軽微な変更及び事業の全部譲り受けによる届出の場合は、変更後の計画値について適切な目標年度を定めて記載すること。

工期

１人１日給水量

L／人／日

水　　　道　　　台　　　帳　　　（ 4 ）

H27
年　　　度

H21 R13H29 H30 R元 R2

佐賀西部広域水道企業団

佐　賀　県

事業主体名

都道府県名

R4 申請値R9 R10 R11 R12 R16R14 R15

41 - 040整 理 番 号

公 称 施 設 能 力

供 給 単 価

１ 日 最 大 給 水 量

１ 日 平 均 給 水 量

１ 人 １ 日 最 大 給 水 量

１ 人 １ 日 平 均 給 水 量

給 水 原 価

行 政 区 域 内 人 口

給 水 区 域 内 人 口

給 水 人 口

R8H28H22 R5 R6 R7H20 H23 H24 H25 H26
　項　　　目

R3

Ｃ 給水人口

Ｅ 1日最大給水量

Ｇ 1人1日最大給水量

Ａ 行政区域内人口

Ｄ 公称施設能力
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（2）施設の効率性の低下 

 人口が増加していた時代に整備された施設については、水需要のピークを想定して施

設能力が定められています。そのため、人口減少時代に入った現在では、水需要が減少

し施設の稼働率（効率）が大きく低下しています。施設効率の低下は、事業効率の悪化

を招く要員となるため、今後の更新事業においては、人口、水需要の減少を踏まえた上

でダウンサイジングを効率的に進める必要があります。 

 

（3）水源水質の悪化 

 一部の水源においては、耐塩素性病原微生物であるクリプトスポリジウム等による汚

染が懸念されるところであり、原水水質の監視を徹底して行うことにより対処していま

す。水源水質は今後悪化する可能性も想定されるため、状況次第では「水道におけるク

リプトスポリジウム等対策指針」（厚生労働省）に基づき適切な浄水処理プロセスを導

入するなどの対策が必要となります。 

 

4.2 内部環境の変化 

 

（1）施設の老朽化、耐震性の不足 

 本企業団の水道施設は、設備、管路については老朽化が顕著となっています。 

 老朽化した水道施設では、事故や故障が生じやすく断水の原因となります。また、管

路の老朽化は漏水事故につながり易く、給水に支障が生じるだけではなく道路の冠水・

崩壊や人的被害等の二次災害を引き起こすおそれもあります。 

 今後ますます老朽化が進行していく水道施設に対して、その対策を進めていく必要が

あります。 

 

（2）経営状況の悪化 

 水道施設の安全性を確保するためには、老朽化によりその機能や性能の保持に支障が

生じるようになる前に更新を行う必要があります。水道は、既に「建設の時代」から「維

持管理、更新の時代」に移っており、今後はますます更新需要が増加し、多大な費用を

投じる必要が生じてきます。 

 給水人口の減少や節水型生活様式の浸透等の影響により、有収水量は減少傾向で推移

すると予想され、今後の給水収益については減少していくものと見込まれます。今後の

財政状況については、給水収益が減少する一方、更新費用は増加していくため、このま

までは悪化していくことが予想されます。このような状況において、財政の悪化をくい

止めるためには、財政シミュレーションに基づき適切な支出可能額（更新費）を設定し、

更新優先度の検討に基づき更新需要の平準化や延伸を図るなど、計画的かつ効率的に更

新事業を実施していく必要があります。また、適正な事業資金を確保する必要がありま

す。 
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（3）職員数の削減 

 地方公共団体の職員数は、行政組織合理化のための人員削減等により減少しつつあり

ます。当企業団においても、厳しさを増す財政状況のもと合理化を図っていく必要があ

りますが、職員数の減少により、十分な事業運営が行えない事態が生じないか懸念され

るところです。 

 また、団塊世代の職員は経験豊富で熟練した技術やノウハウを持っていますが、定年

による職員の退職に伴いこれらをどのように継承していくかが課題となります。 
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5.1 基本理念 

 

水源確保に苦労してきた本佐賀西部広域圏に、国土交通省直轄の流況調整河川佐賀導

水事業により水道用水として生み出される嘉瀬川の表流水 56.100m3/日確保され、水

道用水の安定供給が可能となりました。 

しかし、これからの水道事業は、人口の減少に伴う料金収入の減少、老朽施設・設備

の増加に伴う更新需要の増大、近年各地で発生している地震などの自然災害等への対応

を図っていく必要があります。 

そこで、事業を継続的に推し進めるのに理念を持ち、目指す方向性を定めていくこと

が必要と考え、基本理念を「安全で安定した水を確かな技術・運営力で継続的に」を掲

げます。 

これは、今までの基本理念「安心・安全・安定そして信頼を得る広域水道を目指す」

の中で、広域化への取り組みが進められてきたので、これからは新たな水道事業を創設

し、内部組織の強化をイメージして策定しました。 

本事業では、この基本理念を持って、厚生労働省の新水道ビジョンに掲げられた「安

全」、「強靭」、「持続」の３つの観点から目指す方向性を定めた上で、それぞれの観点か

ら施策目標や目標を達成するための実施方策などへの具体化を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5.1-1 佐賀西部広域水道企業団本庁舎 
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5.2 目指す方向性 

 

 基本理念「安全で安定した水を確かな技術・運営力で継続的に」のもとに、本事業が

目指す方向性を、「安全」、「強靭」、「持続」の３つの観点（第 3 章に記載）から次のよ

うに設定しました。 

 

・（安全）･･･安全で安定した水道水の供給 

      お客様のもとへ、安全で安定した水道水を供給する水道を目指します。 

・（強靭）･･･災害や事故に強い強靭な水道システムの確立 

      自然災害や事故等による被害を最小限にとどめ、迅速に復旧できる水道を

目指します。 

・（持続）･･･健全な事業運営の持続 

水需要の減少や更新需要の増加が見込まれる状況においても、健全かつ

安定的な事業運営が可能な水道を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2-1 目指す方向性 
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6.1 施策の目的・主旨、施策区分の設定 

目指す方向性である「安全」、「強靭」、「持続」のそれぞれの観点から、設定した目標

の実現に向けて、施策の目的及び施策区分を以下のとおり設定します。 

 

 

 

 

目指す方向性 施策の目的・主旨 施策区分 

第 1（安全） 
 
 
安全で安定した水道水の供給 
 
 
 
第 2（強靭） 
 
 
 
 
 
 
 
災害や事故に強い強靭な 

水道システムの確立 
 
 
 
 
 
 

 
第 3（持続） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
健全な事業運営の持続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 水源水質の確保 
 
2 水質管理の強化 
 
 
 
 
1 水道施設の耐震化 
 
 
 
2 バックアップ機能等の強化 
 
 
 
3 危機管理対策の強化 
 
 
 
 
 
 

 
1 施設・設備、管路の 

計画的運用・更新 
 
 
 
2 事業運営体制の強化 
 
 
 
 
3 財政の健全化等 
 
 
 
4 水道サービスの向上 
 
 
 
5 環境に配慮した施設等の 

  整備 
 
 
 
 

 
水源の環境保全・監視の強化等 (a) 

 
（1）水質監視・検査体制の強化 (b) 
 
（2）貯水槽水道、給水装置等の管理の拡充 (c) 
 
 
（1）拠点施設の耐震化 (d) 
 
（2）管路の耐震化 (e) 
 
（1）配水系統間の相互融通 (f) 
 
（2）停電対策の強化 (g) 
 
（1）危機管理体制の強化 (h) 
 
（2）応急給水対策の強化 (i) 
 
（3）応急復旧対策の強化 (j) 
 
（4）水道施設の保安対策の強化 (k) 
 
（1）財政見直しに基づく計画的運用･更新 (l) 
 
（2）更新費用の抑制 (m) 

（規模の適正化） 
 
（1）組織・管理体制の再編 (n) 
 
（2）広域的連携推進 (o) 

（近隣事業体と相互技術支援、情報交換等） 
 

（1）財政の健全化 (p) 
 
（2）料金体系の適正化 (q) 
 
（1）広報活動、情報公開の拡充 (r) 
 
（2）広聴活動の拡充 (s) 
 
（1）エネルギー利用の効率化 (t) 
 
（2）水資源の利用効率の向上 (u) 
 
（3）建設時の環境負荷低減 (v) 

図 6.1-1 施策体系 
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【施策区分】水源の環境保全・監視の強化等 

6.2 実現方策（具体的施策） 

 

 ここでは、前項で設定した施策の目的・主旨、施策区分毎に、今後実施すべき具体的

な方策(実現方策)について示します。実現方策については、本ビジョンの計画期間（令

和 2～16年度）を前期（令和 2～7 年度）と後期（令和 8～16 年度）に分け、各期間

内に取り組む重点的な課題や施策について詳述します。 

 

 

 

 

 

第 1（安全） 

安全で安定した水道水の供給 

 

 

1 水源水質の確保 

 

 【施策の目的・主旨】 

お客様のもとへ安全で安定した水を供給するため、水源水質を維持していく 

ことが重要であり、一層の水源の保全・監視の強化に努めます。 

 

 【施策区分】 

水源の環境保全・監視の強化等 

 

 

 

 

 

良質な水源の確保・保全は、給水の持続性の確保にとって必要不可欠です。特に河川表

流水を水源とする嘉瀬川浄水場は、取水地点に対して上流域の環境の変化を直接に受け

る立場にあります。このため、水源の流域を同じくする水道事業者が互いに連携し、水源

保全に取り組んでいきます。 

水源の環境保全への取り組みを推進することにより、将来にわたり安全で安定した原

水を確保していきます。 

なお、水質事故が生じた場合、「嘉瀬川・六角川・松浦川水系水質保全対策協議会」に

よって、情報の伝達を図っています。 

 

 

 

【実現方策】各関係機関と連携し、水源の環境保全・監視の強化等の取組み（全期） 

 

実現時期について 

本計画期間（令和 2 年度～令和 16 年度） 

前期（令和 2 年度～令和 7 年度） 後期（令和 8 年度～令和 16 年度） 
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【施策区分】（1）水質監視・検査体制の強化 

 

2 水質管理の強化 

 

 【施策の目的・主旨】 

水道水の安全性を確保するため、取水から給水に至るまでのすべての過程におけ

る水質の監視及び管理体制の強化を図ります。 

 

 【施策区分】 

（1）水質監視・検査体制の強化 

（2）貯水槽水道、給水装置等の管理の拡充 

 

 

 

 

 

水源から蛇口までのすべての過程において想定されるリスクを抽出し、分析・評価

を行い、リスクレベルに応じた管理方法等を定める「水安全計画」を策定し、適切な

運用を行います。 

市民の皆様の水道水に対する信頼性の向上を目指すとともに、職員の検査技術の

レベルアップにより水質検査体制の充実を図ります。 

これにより、水質基準はもとより、より高度に管理された良質でおいしい水道水の

供給に努めます。 

 

 

【実現方策】（1）水安全計画の策定（前期及び後期） 

 

 

 

 

 

  

○ 水安全計画の概要 

水安全計画は、水源からじゃ口までのあらゆる過程において、水道水の水質に悪

影響を及ぼす可能性のある全ての要因（危害）を分析し、管理対応する方法を予め

定めるリスクマネジメント手法です。これにより、水質への影響を未然に防止し、

危害が発生した場合にも迅速な対応が可能となり、水道水の安全性をより確実なも

のにすることができます。 
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【施策区分】（2）貯水槽水道、給水装置等の管理の拡充 

【施策区分】（1）拠点施設の耐震化 

 

 

 

 

貯水槽水道の管理が適切に行われるよう、設置者に対して以下の事項について指導

及び助言を行います。 

・定期的な清掃 

・検査機関による定期検査 

・設置者による日常点検（水漏れ、水質異常、遊離残留塩素の有無等） 

・異常があった場合の関係機関への連絡 

また、給水装置等については、逆流や水道以外の設備との誤接合等が生じないように、

関係者への周知徹底を図ります。 

 

 

【実現方策】（2）貯水槽水道等管理者への指導強化（全期） 

 

 

 

 

 第 2（強靭） 

災害や事故に強い強靭な水道システムの確立 

 

1 水道施設の耐震化（強靭） 

 

【施策の目的・主旨】 

水道施設の機能を改善・向上するとともに、大規模地震に備えて必要な耐震化対

策を進めます。 
 

【施策区分】 

（1）拠点施設の耐震化 

（2）管路の耐震化 

 

 

 

 

 

浄水場、配水池、ポンプ場等の拠点施設（機器設備含む）については、今後、劣化

調査や耐震診断調査を実施し、調査結果に基づき必要に応じて劣化補修及び耐震化

を行います。耐震診断及び耐震化については、重要度が高い施設を優先して行ったの

ちに、対象施設を広げていきます。 

劣化補修や耐震化により、機能性や耐震性の改善・向上を図ることにより、ライフ
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【施策区分】（2）管路の耐震化 

ラインとしての信頼性向上を図ります。 

 
 

【実現方策】（1） 

① 劣化調査・耐震診断調査の実施（全期） 

② 調査結果に基づく必要な劣化補修、耐震化の検討・実施（全期） 

  

  

 

 

管路（導・送・配水管）を更新する際には、ダクタイル鋳鉄管(GX形、NS 形)等の

耐震管を採用し、耐震性の向上を図っていきます。 

これにより、地震時にも通水機能を保持できるとともに、管路事故発生の抑制、漏

水の低減、通水能力の改善が図られ、財政面（無収水量の減少）、環境面（水の有効利

用）、運用面（水圧の向上）においても効果が期待されます。 

なお、水道用水供給事業の送水管路について、主としてダクタイル鋳鉄管を使用し、

それ以外の比較的地盤が安定している地域ではK形継手を使用し、80.5％が「耐震適

合性あり」となっています。これは、平成 22年度全国平均値 53.8％（用水供給事業

98 事業体）に比べて高い値を示しています。 

既設管の更新については、石綿セメント管や老朽化の著しい管から優先的に実施す

るものとし、耐震化を十分に考慮した構造とします。 

 

 

【実現方策】（2）管路の更新には耐震管を使用（全期） 

 

 

            

2 バックアップ機能等の強化 

 

 【施策の目的・主旨】 

市民生活や社会的活動を支えるライフライン施設としての安定性を強化するた

め、災害や事故時にも停止することなく水の供給を継続できるように、バックアッ

プ機能を強化します。 

バックアップ機能として、配水系統間の相互融通や、停電対策の強化等の必要な

対策を進めていきます。 
 

 【施策区分】 

（1）配水系統間の相互融通 

（2）停電対策の強化 
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【施策区分】（2）停電対策の強化 

【施策区分】（1）配水系統間の相互融通 

 

 

 

 

配水系統間の相互融通が行えるシステムを構築することにより、非常時の相互バ

ックアップが可能となります。 

 

 

【実現方策】（1）配水系統間の相互融通機能に対する評価・検討（全期） 

 

 

 

 

 

 

 

拠点施設（浄水場、配水池、ポンプ場等）においては、停電対策として自家発電設

備やUPS（無停電電源装置）を設置することを基本とします。 

これにより、施設事故や台風、地震等の災害時により停電が生じた場合でも、断水

することなく安定した給水が可能となります。 

 

 

【実現方策】（2）拠点施設の自家発電設備設置（全期） 

 

 

 

 

3 危機管理対策の強化 

 

 【施策の目的・主旨】 

災害等による緊急時にも迅速かつ的確な対応を行い、被災後の市民生活や復旧活

動への影響を最小限にとどめ、水の継続的な供給または一刻も早い復旧が可能な体

制を図ります。これにより、市民を支えるライフラインとして、ソフト・ハードの

両面から災害に強い水道システムを構築します。 

 

 【施策区分】 

（1）危機管理体制の強化 

（2）応急給水対策の強化 

（3）応急復旧対策の強化 

（4）水道施設の保安対策の強化 
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【施策区分】（2）応急給水対策の強化 

【施策区分】（1）危機管理体制の強化 

 

 

 

 

近年、各地で発生している大規模な災害の経験や最新の知見・情報を踏まえて、地

震等の災害や重大な事故が発生した場合、又は予想される場合に、水道利用者の生

命・生活のための水を確保し、水道の速やかな調査・復旧を行うことを目的とした危

機管理実施計画に見直しを行います。 

また、危機管理マニュアルが適切かつ効率的に運用されるよう、教育・訓練を実施

するとともに、既に応援協定などを締結している他水道事業体等の応援受入れ体制

や市民との連携体制の構築に努めます。 

 

 

【実現方策】（1）危機管理マニュアルの見直し（全期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要な配水池を応急給水拠点として位置づけ、耐震性能を確保するとともに、運搬

給水及び仮設給水基地としての貯留水確保対策、応急給水対策を実施します。 

貯留水確保対策としては、緊急遮断弁や電動弁制御の機能を伴用した設備を設置

します。これは、地震等により管路が破損した場合に、流出バルブを自動的に閉止し、

佐賀西部 

広域水道 

企業団 

災害時相互応援 

（日本水道協会） 

水道施設災害発生時の相互応援協定 

（○○市、○○町） 

災害時における水道の応急復旧 

に関する協定書 

（市内〇地区管工事組合） 
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【施策区分】（3）応急復旧対策の強化 

【施策区分】（4）水道施設の保安対策の強化 

管路からの逸水による二次災害の防止と貯留水の確保を行うものです。 

また、応急給水対策として配水池に非常用応急給水設備を整備します。 

なお、経営規模や組織規模が拡大することで、給水タンク車等の整備費確保の機会

が得られ、応急給水体制の強化にも繋がります。 

 

 

【実現方策】（2）配水池応急給水機能整備（全期） 

 

 

 

 

 

 

被災した水道施設の応急復旧を迅速に行うことができるよう、「危機管理マニュア

ル」に基づき、復旧用の資機材等を備蓄します。 

また、近隣の自治体との間で資機材の調達や応援等に関する情報交換を行い、応急

復旧体制の強化を図ります。 

 

 

【実現方策】（3）資機材等の備蓄の強化（全期） 

 

 

 

 

 

 

水道施設に対するテロ、侵入等に備え、保安対策として全施設にフェンスや施錠を

設置していますが、これらの点検を実施し、補修、更新等の必要な対策を行います。 

また、特に重要な施設については、警報装置を設置するなどの保安対策の強化につ

いて検討します。 

 

   

【実現方策】（4） 

① 全施設フェンスの点検及び補修・更新（全期） 

  ② 警報装置等による保安対策の強化検討（全期） 
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【施策区分】（1）財政見直しに基づく計画的運用・更新 

【施設区分】（2）更新費用の抑制（規模の適正化） 

第 3（持続） 

健全な事業運営の持続 

 

  
1 施設・設備、管路の計画的運用・更新 

 

 【施策の目的・主旨】 

将来にわたって、健全な経営状況を持続しながら事業運営を行っていくためには、

水需要減少に伴う料金収益の減少、更新需要増大に伴う費用の増加など、将来の環

境変化を踏まえた上で、計画的に水道施設（施設・設備、管路）を運用・更新して

いく必要があります。 

 

【施策区分】 

（1）財政見直しに基づく計画的運用・更新 

（2）更新費用の抑制 

 

 

 

 

 

アセットマネジメントに基づいて水道施設の最適活用や、更新需要と財政見通し

（財政シミュレーション）に対する検討を行い、適切な更新計画を策定します。今後

増加する更新需要に対しては、平準化を図るなどして、健全な財政状態の維持に努め

ます。 

また、嘉瀬川浄水場の施設能力（53,300m3/日）を基幹施設と位置付け、最大限

に活用して、水道事業が保有する水源の統廃合を図り効率的な水運用を行う考えで

す。 

なお、水道用水供給事業は供給開始から 15 年以上経過し（平成 13 年より供給

開始）、機械・電気設備は今後更新時期を迎えつつあります。 

 

 

【実現方策】（1）アセットマネジメントに基づく更新計画の策定（前期） 

 

 

 

 

 

 

これからは、人口減少が更に進み水需要はますます減少していくことが予想されま

す。そのため、施設や管路を更新する際には、規模の適正化（ダウンサイジング）を

行い、更新費用の抑制を図ります。 
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【施策区分】（1）組織・管理体制の再編 

また、広域化により、配水施設等の新たな系統間の運用も想定できることから、よ

り効率的な施設の運用を目指し、配水施設等の再編成を検討します。 

 

 

【実現方策】（2） 

  ① ダウンサイジングの検討・導入（全期） 

② 広域化による配水施設等の再編成の検討（全期） 

 

 

 

2 事業運営体制の強化 

 

 【施策の目的・主旨】 

経費削減が求められるなか、効率的な事業運営を行うために、組織や管理体制に対

して効率化や機能強化を図り、健全な財政状況を維持しつつ水道施設の管理・運営を

行うための施策を推進していきます。 

 

【施策区分】 

（1）組織・管理体制の再編 

（2）広域的連携推進（近隣事業体と相互技術支援、情報交換等） 

 

 

 

 

 

 

給水区域が広範囲となることから住民サービスの低下に支障をきたすことのない

ように、統合した旧市町の水道担当部署に営業所を設置して、本庁及び営業所という

組織体制としています。 

将来的には、効率的な組織体制の検討を行いながら、営業所の統廃合を進めてい

き、最終的には、本庁及び 1 営業所体制に移行する考えです。 

その際は、窓口申請や料金等の支払において、住民サービス低下をできる限り招

かないように、窓口申請のインターネット化、支払方法の多元化を図っていく考えで

す。 

  

【実現方策】（1）営業所の統廃合・施設管理体制の再編（全期） 
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【施策区分】（2）料金体系の適正化 

【施策区分】（1）財政の健全化 

【施策区分】（2）広域的連携推進（近隣事業体との相互技術支援、情報交換等） 
 

 

 

近隣市町等との間で広域的な研修会や情報交換を積極的に推進します。 

また、緊急時の相互応援・協力体制の強化に積極的に取り組みます。 

 

 

 

【実現方策】（2）相互応援・協力体制の強化（全期） 

 

 
 

  3 財政の健全化等 

 

 【施策の目的・主旨】 

水道事業は、お客様の水道料金により運営を行う独立採算制が採られており、今

後、老朽施設の更新需要が高まるなかで健全な経営状態を維持していくためには、

効率的な事業運営が求められます。 

 

 【施策区分】 

（1）財政の健全化 

（2）料金体系の適正化 

 
 

 

 

 

 

今後、人口減少や節水機器の普及に伴う料金収入の減少、施設･設備の老朽化に

伴う更新費用の増加により、財政環境については厳しい状況となっていくことが予

想されます。その対策として、水道施設の長寿命化、更新時のダウンサイジング、

民間の活用、事務業務の効率化等によるコスト縮減を行い、経営の健全化に努めま

す。 

 

 

【実現方策】（1）事務業務の効率化やコスト縮減による健全化（全期） 

 

 
 

 

 

料金については、統合から 3 年間は旧市町水道事業の料金及び料金体系を維持し
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【施策区分】（1）広報活動、情報公開の拡充 

ていく予定であります。その後は、徐々に料金格差の解消を進め、統合から 15 年目

に料金統一を目指す考えです。 

今後は、水使用量の減少傾向や費用負担の公平性を考慮しながら適正化を図ってい

く必要が生じることが想定されます。なお、大規模地震等による大きな給水収益の減

少や費用の増加が発生した場合は料金体系を検証していきます。 

 

 

【実現方策】（2）料金体系の検証（全期） 

 

 

 

 

4 水道サービスの向上 

 

 【施策の目的・主旨】 

お客様と連携を図り信頼される開かれた組織づくりを目指します。 

水道事業の運営にあたっては、お客様のご理解とご協力が不可欠であります。 

水道サービスの向上を目指して、ニーズに応じたタイムリーな情報を提供してい

きます。 

また、お客様のご意見やご要望を的確に把握し、事業運営に反映していくため、

広聴活動の充実を図ります。 

 

 【施策区分】 

（1）広報活動、情報公開の拡充 

（2）広聴活動の拡充 

 

 

 

  

 

お客様が求める情報は、水質、水道施設、災害対策、料金等の多くの分野に広がっ

ています。 

そのため、広報紙（お知らせ）、パンフレット、ホームページ等を使ってこれらの

情報を積極的に開示していきます。また、施設見学の受け入れや出前講座等を積極的

に行い、情報の提供を行います。 

これらの施策により、水道事業運営の透明性の向上に努めるとともに、お客様の

皆様に、水道事業に対する理解度や信頼性を高めていただくための活動・サービスに

努めていきます。 
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【施策区分】（2）広聴活動の拡充 

【実現方策】（1）広報紙（お知らせ）、パンフレット、ホームページ等を活用した 

広報・情報公開の拡充（全期） 

 

 

 

 

お客様の水道に対する理解を深めていただくとともに、お客様と事業者が連携

してより良い水道を構築していくため、「モニター制度」、「パブリックコメント制

度」等を活用しながら、お客様の声を事業運営に反映させる場を設けることを検討

します。 
 

○ 「モニター制度」 

水道使用者からモニターを選出し、研修会等への参加を通じて、水道事業に

する意見及び提案をいただく制度 
 

○ 「パブリックコメント制度」 

企業団が施策を策定する際に、事前にその内容及び関連資料を公表して使用

者からの意見を募集し、それを施策に反映したり、提出された意見とそれに対

する企業団の考え方を公表する制度 
 

○ 「アンケート調査」 

お客様の視点に立った事業運営を進めていくため水道事業に対する意見・要

望をアンケート形式でヒアリングする調査（水道週間見学者、出前講座参加者

等を対象に実施を検討中） 

 

 

【実現方策】（2）広聴の場の検討（全期） 

 

 

 

 

5 環境に配慮した施設等の整備 

 

 【施策の目的・主旨】 

水道事業は、多くの電力を使用するため、環境への負荷の低減を図る責務があり

ます。そのため、エネルギー利用の効率化、水資源の利用効率の向上、建設時の環

境負荷低減等の対策を通じて、環境保全への取り組み強化を図ります。 

 

 【施策区分】 

（1）エネルギー利用の効率化 

（2）水資源の利用効率の向上 

（3）建設時の環境負荷軽減 
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【施策区分】（1）エネルギー利用の効率化 

【施策区分】（2）水資源の利用効率の向上 

【施策区分】（3）建設時の環境負荷低減 

 

 

 

 

ポンプ設備の更新に合わせて、インバーターポンプや、高効率モーターを採用す

るなどの高効率ポンプの導入を進めます。 

インバーターポンプとは、ポンプの運転状況に応じて最適なモーターの回転数に

切り替えることにより、出力（所要動力）を最適化し電力消費を抑制することが可能

となるポンプです。 

また、建築設備においては、省エネルギー対応の LED 照明設備等の導入、冷暖房

の温度設定等による消費電力の削減に努めます。 

さらに、代替エネルギーとして、太陽光発電設備等の導入を検討します。 

これらの施策を推進することにより、水道事業による二酸化炭素の排出量を低減

し、地球環境の保全、持続可能な社会の実現に貢献します。 

 

【実現方策】（1） 

  ① 省エネルギー設備の導入推進（全期） 

  ② 自然エネルギー設備の導入検討（全期） 

 

 

 

 

 

 有効率を現在の 77％（令和 2年度）から 90％へ向上させることを目標に、漏水防

止対策を強化します。 

漏水防止対策としては、漏水調査を継続的に行い必要な漏水箇所の補修を行います。

また、老朽管の計画的な更新を実施します。 

漏水の減少により、水資源の利用効率の向上が図られるとともに、電力費・薬品費

等の費用の削減効果も期待できます。 

 

【実現方策】（2）漏水防止策の強化 有収率 90％を目標（令和 年度）（全期） 

 

 

 

 

 

水道管の布設工事の際に発生する土砂を削減するため、浅層埋設を今後も継続して

行っていきます。 

また、工事全般にわたり、再生資材を有効利用するとともに、更新に伴う既存の鋼

製・ステンレス製タンクやコンクリート構造物の撤去が増加していくため、廃棄物の減
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量化を図るとともに、これらの材料のリサイクル化の検討を進めていきます。 

さらに、浄水処理過程で発生する汚泥については、専門業者による中間処理及び埋

め戻し用の建設材料から、農業用資材（育苗用土）として専門業者へ販売するなど有効

利用に努めていきます。 

 

【実現方策】（3） 

  ① 浅層埋設の継続実施（全期） 

  ② 再生資材の有効活用（全期） 

  ③ 建設副産物の減量化、リサイクル化の検討（全期） 
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（4）実現方策のまとめ 
 

施策区分 実現施策 

第 1（安全） 

1 水源水質の確保 

水源の環境保全・監視の強化等 (a) 

 

 

2 水質管理の強化 

（1）水質監視・検査体制の強化 (b) 

（2）貯水槽水道、給水装置等の管理の拡充 (c) 

 

第 2（強靭） 

1 水道施設の耐震化 

（1）拠点施設の耐震化 (d) 

 

 

（2）管路の耐震化 (e) 

 

2 バックアップ機能等の強化 

（1）配水系統間の相互融通 (f) 

 

（2）停電対策の強化 (g) 

 

3 危機管理対策の強化 

（1）危機管理体制の強化 (h) 

（2）応急給水対策の強化 (i) 

（3）応急復旧対策の強化 (j) 

（4）水道施設の保安対策の強化 (k) 

 

 

第 3（持続） 

1 施設・設備、管路の計画的運用・更新 

（1）財政見直しに基づく計画的運用･更新 (l) 

（2）更新費用の抑制 (m) 

（規模の適正化） 

 

2 事業運営体制の強化 

（1）組織・管理体制の再編 (n) 

（2）広域的連携推進 (o) 

（近隣事業体と相互技術支援、情報交換等） 

 

3 財政の健全化等 

（1）財政の健全化 (p) 

（2）料金体系の適正化 (q) 

 

4 水道サービスの向上 

（1）広報活動、情報公開の拡充 (r) 

 

（2）広聴活動の拡充 (s) 

 

5 環境に配慮した施設等の整備 

（1）エネルギー利用の効率化 (t) 

 

（2）水資源の利用効率の向上 (u) 

（3）建設時の環境負荷低減 (v) 

 

 
 

 

 

各関係機関と連携し、水源の環境保全・監視の強化等 

の取組み（全期） 

 

 

（1）水安全計画の策定（前期及び後期） 

（2）貯水槽水道等管理者への指導強化（全期） 

 

 

 

（1）①劣化調査・耐震診断調査の実施（全期） 

   ②調査結果に基づく必要な劣化補修、 

耐震化の検討・実施（全期） 

（2）管路の更新には耐震管を使用（全期） 

 

 

（1）配水系統間の相互融通機能に対する評価・ 

検討（全期） 

（2）拠点施設の自家発電設備設置（全期） 

 

 

（1）危機管理マニュアルの見直し（全期） 

（2）配水池応急給水機能整備（全期） 

（3）資機材等の備蓄の強化 

（4）①全施設のフェンス点検及び補修・更新（全期） 

②警報装置等による保安対策の強化検討（全期） 

 

 

 

（1）アセットマネジメントに基づく更新計画策定（前期） 

（2）①ダウンサイジングの検討・導入（全期） 

   ②広域化による配水施設等の再編成の検討（全期） 

 

 

（1）営業所の統廃合・施設管理体制の再編（全期） 

（2）相互応援・協力体制の強化（全期） 

 

 

 

（1）事務事業の効率化やコスト縮減による健全化（全期） 

（2）料金体系の検証（全期） 

 

 

（1）広報紙（お知らせ）、パンフレット。ホームページ 

   等を活用した広報・情報公開の拡充（全期） 

（2）広聴の場の検討（検討） 

 

 

（1）①省エネルギー設備の導入推進（全期） 

   ②自然エネルギー設備の導入検討（全期） 

（2）漏水防止策の強化（有収率 90％を目標）（全期） 

（3）①浅層埋設の継続実施（全期）   

   ②再生資材の有効利用（全期） 

   ③建設副産物の減量化、リサイクル化の検討（全期） 
 

図 6.2-3 実現方策（まとめ） 
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浄水施設等の統廃合に伴う施設整備及びアセットマネジメントにより算出した更新

需要について、将来の財政収支見通の検討を行います。 

 また、それに基づき将来の水道料金の推移を検討します。 

  

 7.1 施設整備及び更新需要 

 

 （1）浄水施設等の統廃合に伴う施設整備 

 

将来の水運用については、水道事業の統合により市町間における水道用水供給

事業からの受水量について「配分水量の垣根」をなくし、水道用水供給事業を最

大限に活用することとし、不足する水量については、水道事業が保有する水源で

補う考え方であります。 

そのため、廃止する浄水施設等の給水区域に対しては、新たな配水管路等の施

設整備が必要です。 

また、統合により水源及び浄水施設等が廃止される地区については、水源の冗

長化を目的として、他の水源からの連絡管等の整備を行う考えであります。 

 

 （2）アセットマネジメントによる更新需要（別冊「アセットマネジメント計画」） 

  

   ① 更新サイクルの検討 
 

ア 構造物及び設備の更新需要 

施設区分は、「アセットマネジメント簡易支援ツール Ver.2.1（R2.3）」を

参考にして「建築」、「土木」、「機械」、「電気」、「計装」及び「その他」とし

ています。 

なお、取得年度が不明な施設については、各施設の供用開始年度に合わせ

てデータを補完しています。 

構造物及び施設の取得価格は、現在価格に換算すると約 219 億円で、今

後 40 年間の更新需要は、 

・法定耐用年数で更新の場合  約 404 億円（年平均額 約 10.1 億円） 

・法定耐用年数 1.5 倍で更新の場合 約 229 億円（年平均額 約 5.7 億円） 

・法定耐用年数 2.0 倍で更新の場合 約 159 億円（年平均額 約 4.0 億円） 

     となっています。 
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    イ 管路の更新需要 

管路の用途区分は、「取水・導水管」、「送水管」、「配水本管」、「配水支管」

及び「その他」とします。 

管路の取得価格は、現在価格に換算すると約 447 億円で、今後 40 年間

の更新需要は、 

・法定耐用年数で更新の場合 約 527億円（年平均額 約 13.2 億円） 

・法定耐用年数 1.5 倍で更新の場合 約 183 億円（年平均額 約 4.6 億円） 

・法定耐用年数 2.0 倍で更新の場合 約 86 億円（年平均額 約 2.2億円） 

となっています。 

  

② 更新需要及び事業費 

   

更新需要について、アセットマネジメントの支援ツールによる試算では、①

で検討したとおりです。 

また、これまでの更新実績額は、各年度 7 億円から 9 億円程度で推移して

いるものの、令和 3 年度から令和 12年度までの 10 年間は、国の交付金事業

を実施することに伴い、できる限り事業を進捗させることが必要であります。 

そこで、国の交付金事業の「広域化事業」では、浄水場等の統廃合に係る施

設整備を 9億円程度、また「運営基盤強化事業」における老朽化管路等の更新

事業を 9 億円程度、合計で 18 億円程度の事業費として計画するものです。 

 

 

 7.2 更新財源の検討 

 

 （1）資産維持費の導入 
 

水道の基盤強化を図るための施策の拡充を内容とする「水道法の一部を改正

する法律」が令和元年度 10 月 1 日に施行され、その中で水道法施行規則第 12

条において、公正妥当な料金として資産維持費（水道施設の計画的な更新等の

原資として内部留保すべき額）を原価に含めるものとされていることから、資

産維持費を適切に盛り込んだ財政収支計画とするものであります。 

なお、資産維持費算定の考え方については、厚生労働省の「水道料金の適正化

について」では、資産維持率は、今後の更新・再構築を円滑に推進し、永続的な

給水サービスの提供を確保できる水準として３パーセントを標準とされている

ものの、当該率で算定を行った場合においては、料金水準に大きく影響を与え

ることが予測されます。 

そこで、類似団体で同規模の資産を保有する松江市水道事業で採用されてい

る0.7パーセントを参考にして算定することとします。 
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 （2）企業債充当の考え方 

 

更新財源については、令和 3 年度から 10 年間の国の交付金事業においては、

事業費の 3 分の 1 を交付金、3 分の 1 を構成市町からの一般会計繰出金、3 分

の 1 を企業団の自己財源として計画し、自己財源については、内部留保資金であ

る損益勘定留保資金を充当する考えです。 

また、国の交付金事業終了後の単独事業においては、更新財源のすべてを自己

財源に依存し続けることは、将来的に内部留保資金が枯渇する状況であるために、

一部を企業債により賄う考えです。 

なお、国の交付金事業についても、企業債の活用については検討するものです。 

さらに、財源のうちどの程度を企業債に依存するかについては、世代間の負担

の公平性、将来の料金水準の推移を十分に考慮して、令和 3 年度に保有する内部

留保資金額と同程度の資金が計画期間終了時にも確保できる割合を目安として、

企業債の割合を事業費に対して 10 パーセント程度と想定します。 

 

 

7.3 財政収支計画 

 

 （1）計画策定の前提 

 

財政収支については、水道事業統合前に「佐賀西部広域水道事業統合協議会」

で策定した「水道事業統合計画書」を算定の基本的な考え方にするものの、計画

書策定時には想定できなかった新たな施設整備や施設の維持管理面における方

針転換などの事案があることから、統合後の財政状況（令和 2年度決算及び令和

3 年度予算）を十分に考慮して試算を行うものとします。 

 

① 想定できなかった事業 

存続させる 5 浄水場の集中監視のための監視制御施設整備 

水道用水の供給を冗長化するための連絡管の整備 

 

② 方針転換する事案 

施設の保守点検・修繕等の維持管理業務と新たな施設整備や施設更新に係

る業務は、すべて本庁で一括して行う方針としていましたが、統合後すぐには

旧事業体のそれぞれの施設の位置、状況・状態等の把握が本庁職員には困難で

あったことから、営業所に一部の業務を移管することとして検討を進めてい

ます。 
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 （2）財政収支計画算定 

 

    ① 水道用水供給事業  別紙 1 

 

    ② 水道事業  別紙 2 

 

 

7.4 水道料金の見通し 

 

水道料金については、「佐賀西部広域水道事業統合協議会」で水道事業統合計画

書の財政計画に基づいて、標準世帯の 1 か月間の平均使用量とされる 20 ㎥あた

りの水道料金額の推移を試算しています。 

その試算では、統合から 3 年間はそれぞれ旧事業体の水道料金を維持すること

として、4 年目から段階的に料金改定を行いながら、概ね 15 年を目途に料金統

一をする計画としています。 

今回策定する財政収支計画は、前項「7.3 財政収支計画（1）計画策定の前提」

に記述のとおり、「水道事業統合計画書」策定時の想定と比べて、大きく経営環境

が異なる状況となっています。 

また、水道料金の見通しについては、今回の財政収支計画が令和 2年度決算と

令和 3 年度予算を基に算定している状況であり、今後の推移を予測するための実

績データとしては十分ではないと思慮されますので、算定を行わないこととしま

す。ただし、令和 4 年度に検討を行う次期水道料金の財政収支計画においては、

水道料金の見通しを行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



水道用水供給事業 R3.5.14 単位：千円

1 営業収益 1,233,193 1,233,193 1,432,055 1,424,360 1,341,219 1,472,639 1,494,271 1,459,137 1,423,457 1,458,144 1,448,535 1,463,287 1,475,633 1,491,771 1,513,707

料金収入 1,228,620 1,228,620 1,427,482 1,419,787 1,336,646 1,468,066 1,489,698 1,454,564 1,418,884 1,453,571 1,443,962 1,458,714 1,471,060 1,487,198 1,509,134

受託工事収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

水質検査受託料 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573 4,573

2 営業外収益 300,187 270,440 278,305 281,079 357,886 276,734 276,734 300,505 395,784 276,734 276,349 276,079 276,079 276,079 276,079

受取利息 3,164 822 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993 1,993

他会計繰入金 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180 1,180

長期前受金戻入 295,542 267,875 274,700 277,474 354,281 273,129 273,129 296,900 392,179 273,129 272,744 272,474 272,474 272,474 272,474

そ　の　他 301 563 432 432 432 432 432 432 432 432 432 432 432 432 432

1,533,380 1,503,633 1,710,360 1,705,439 1,699,105 1,749,373 1,771,005 1,759,642 1,819,241 1,734,878 1,724,884 1,739,366 1,751,712 1,767,850 1,789,786

1 営業費用 1,610,863 1,427,152 1,530,421 1,539,683 1,546,243 1,608,307 1,639,354 1,635,910 1,701,211 1,620,951 1,614,049 1,629,441 1,642,118 1,658,465 1,680,514

人　件　費 170,620 163,256 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938 166,938

物　件　費 343,819 256,885 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352 300,352

動　力　費 133,358 133,843 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601 133,601

薬　品　費 42,734 50,425 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580 46,580

受託工事費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

減価償却費 822,339 724,750 784,957 794,219 800,779 862,843 893,890 890,446 955,747 875,487 868,585 883,977 896,654 913,001 935,050

導水管理費 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993 97,993

2 営業外費用 101,059 85,979 179,939 165,756 152,862 141,066 131,651 123,732 118,030 113,927 110,835 109,925 109,594 109,385 109,272

支払利息 101,045 85,741 70,813 56,630 43,736 31,940 22,525 14,606 8,904 4,801 1,709 799 468 259 146

資産維持費 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000 109,000

そ　の　他 14 238 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126 126

1,711,922 1,513,131 1,710,360 1,705,439 1,699,105 1,749,373 1,771,005 1,759,642 1,819,241 1,734,878 1,724,884 1,739,366 1,751,712 1,767,850 1,789,786

経常損益　（C）　〔（A）－（B）〕 △ 178,542 △ 9,498 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別利益 0 3,185 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別損失 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

収入合計 1,533,380 1,506,818 1,710,360 1,705,439 1,699,105 1,749,373 1,771,005 1,759,642 1,819,241 1,734,878 1,724,884 1,739,366 1,751,712 1,767,850 1,789,786 

支出合計 1,711,922 1,513,131 1,710,360 1,705,439 1,699,105 1,749,373 1,771,005 1,759,642 1,819,241 1,734,878 1,724,884 1,739,366 1,751,712 1,767,850 1,789,786 

当年度純利益（又は損益） △ 178,542 △ 6,313 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

繰越利益剰余金又は累積欠損金（D） 117,329 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 107,831 

1 企   業   債 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 国庫補助金 0 91,056 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 他会計負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4 工事負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 その他 499,850 1,999,550 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0

債権売却益 499,850 1,999,550 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計　（E） 499,850 2,090,606 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0

1 建設改良費 15,055 273,170 50,987 782,982 1,044,457 1,055,072 248,131 276,579 272,643 510,513 509,908 554,469 531,704 562,541 541,440

工事費 15,055 265,213 36,925 782,982 1,044,457 1,055,072 248,131 276,579 272,643 510,513 509,908 554,469 531,704 562,541 541,440

構築物、管路布設等 8,360 265,213 0 763,182 1,037,553 990,418 238,640 272,126 272,119 510,513 509,908 554,469 531,704 562,541 541,440

工具器具及び装置 6,695 0 36,925 19,800 6,904 64,654 9,491 4,453 524 0 0 0 0 0 0

器械及び電気設備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

委託料 0 0 14,062 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

用地補償費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工事負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事務費 0 7,957 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人件費 0 7,957 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

2 建設利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 企業債償還金 597,543 595,226 585,549 557,651 543,197 477,282 430,146 321,316 225,452 197,611 64,638 18,884 12,860 5,971 4,259

4 その他 0 1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0

投資有価証券購入費 0 1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0 0 0

計　（F） 612,598 1,868,396 636,536 1,340,633 1,587,654 1,532,354 678,277 597,895 498,095 708,124 574,546 1,573,353 544,564 568,512 545,699

差引不足額　（G）　〔（E）－（F）〕 △ 112,748 222,210 △ 636,536 △ 1,340,633 △ 1,587,654 △ 1,532,354 △ 678,277 △ 597,895 △ 498,095 △ 708,124 △ 574,546 △ 573,353 △ 544,564 △ 568,512 △ 545,699 

年間配分水量（千㎥） 17,688 17,688 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455 19,455

供給単価 69.46 69.46 73.37 72.98 68.70 75.46 76.57 74.77 72.93 74.71 74.22 74.98 75.61 76.44 77.57

給水原価 80.08 70.40 73.79 73.40 69.12 75.88 76.99 75.19 73.35 75.13 74.64 75.40 76.03 76.86 77.99

資本単価 35.50 30.68 29.87 29.47 25.20 31.95 33.07 31.26 29.43 31.21 30.71 31.47 32.11 32.94 34.06

現金収支　（H）　〔（C）＋（G）〕 △ 291,290 212,712 △ 636,536 △ 1,340,633 △ 1,587,654 △ 1,532,354 △ 678,277 △ 597,895 △ 498,095 △ 708,124 △ 574,546 △ 573,353 △ 544,564 △ 568,512 △ 545,699 

留保資金〔減価償却費 － 長期前受金戻入＋（H）〕 235,507 669,587 △ 17,279 △ 714,888 △ 1,032,156 △ 833,640 51,484 104,651 174,473 3,234 130,295 147,150 188,616 181,015 225,877 

留保資金残高 4,788,414 6,458,001 6,440,722 5,725,834 4,693,678 3,860,038 3,911,522 4,016,173 4,190,646 4,193,880 4,324,175 5,471,325 5,659,941 5,840,956 6,066,833 
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財政収支計画（経営戦略） 水道事業
R3.5.14 別紙2

1 営業収益 3,103,910 3,406,631 3,819,842 3,813,514 3,705,805 3,825,115 3,855,530 3,841,345 3,825,506 3,831,960 3,847,607 3,891,205 3,910,752 3,943,898 3,949,922

料金収入 3,017,656 3,328,299 3,737,549 3,731,221 3,623,512 3,742,822 3,773,237 3,759,052 3,743,213 3,749,667 3,765,314 3,808,912 3,828,459 3,861,605 3,867,629

受託工事収益 39,368 28,418 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893 33,893

その他 46,886 49,914 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400 48,400

下水道委託収益 41,361 44,389 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875 42,875

手数料 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525 5,525

2 営業外収益 422,481 364,405 345,296 360,691 370,650 382,666 394,003 405,790 422,201 438,392 457,417 468,788 459,998 452,575 437,989

受取利息 3,554 2,690 1,993 1,820 1,647 1,474 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300

他会計繰入金等 20,957 17,073 14,504 12,173 9,981 8,238 7,008 5,915 5,015 4,205 3,597 3,137 2,850 2,719 2,646

繰入金 17,582 15,349 11,954 9,623 7,431 5,688 4,458 3,365 2,465 1,655 1,047 587 300 169 96

補助金 3,375 1,724 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550 2,550

長期前受金戻入 350,196 307,224 286,202 304,101 316,425 330,357 343,098 355,978 373,289 390,290 409,923 421,754 413,251 405,959 391,446

そ  の  他 47,774 37,418 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597 42,597

加入金 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575 30,575

補償金 15,601 6,480 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041 11,041

雑収入 1,598 363 981 981 981 981 981 981 981 981 981 981 981 981 981

計　（A） 3,526,391 3,771,036 4,165,138 4,174,205 4,076,455 4,207,781 4,249,533 4,247,135 4,247,707 4,270,352 4,305,024 4,359,993 4,370,750 4,396,473 4,387,911

1 営業費用 3,827,691 3,899,039 3,897,745 3,917,593 3,829,997 3,969,966 4,018,918 4,022,605 4,028,230 4,055,041 4,092,758 4,149,647 4,161,981 4,188,521 4,180,587

人　件　費 519,710 439,385 452,800 452,200 399,800 404,900 411,700 419,800 424,900 391,400 390,900 420,900 420,900 420,900 420,900

一般職員 519,710 439,385 452,800 452,200 399,800 404,900 411,700 419,800 424,900 391,400 390,900 420,900 420,900 420,900 420,900

派遣職員

再任用職員

会計年度任用職員

物　件　費 1,830,984 2,099,496 2,136,266 2,129,385 2,055,042 2,172,556 2,191,898 2,160,482 2,128,578 2,159,595 2,151,002 2,164,193 2,175,232 2,189,663 2,209,277

委託料 725,562 994,109 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836 859,836

修繕費

受水費 1,105,422 1,105,387 1,276,430 1,269,549 1,195,206 1,312,720 1,332,062 1,300,646 1,268,742 1,299,759 1,291,166 1,304,357 1,315,396 1,329,827 1,349,441

動　力　費 61,129 59,203 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166 60,166

薬　品　費 20,434 18,545 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490 19,490

減価償却費 1,353,697 1,253,992 1,193,945 1,221,274 1,260,421 1,277,776 1,300,586 1,327,589 1,360,018 1,389,312 1,436,122 1,449,820 1,451,115 1,463,224 1,435,676

受託工事費 41,737 28,418 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078 35,078

2 営業外費用 106,124 95,337 264,393 253,612 243,458 234,815 227,615 221,530 216,477 212,311 209,266 207,346 205,769 204,952 204,324

支払利息 105,208 93,211 80,872 70,091 59,937 51,294 44,094 38,009 32,956 28,790 25,745 23,825 22,248 21,431 20,803

資産維持費 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000 182,000

その他 916 2,126 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521 1,521

計　（B） 3,933,815 3,994,376 4,162,138 4,171,205 4,073,455 4,204,781 4,246,533 4,244,135 4,244,707 4,267,352 4,302,024 4,356,993 4,367,750 4,393,473 4,384,911

経常損益　（C）　〔（A）－（B）〕 △ 407,424 △ 223,340 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

特別利益 77,442 3,185 

特別損失 28,052 2,727 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

特別損益 49,390 458 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 △ 3,000 

当年度純利益（又は損失） △ 358,034 △ 222,882 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

繰越利益剰余金又は累積欠損金（D） △ 358,034 △ 222,882 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

1 企   業   債 0 0 271,800 271,800 271,800 271,800 271,800 271,800 271,800 271,800 271,800 135,900 135,900 135,900 135,900

2 国の交付金 0 553,009 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 453,080 453,080 453,080 453,080

広域化 0 553,009 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 906,160 453,080 453,080 453,080 453,080

運営基盤 0

3 他会計負担金 89,996 400,277 538,431 536,666 529,178 514,313 511,118 503,450 498,289 491,413 482,595 18,641 9,777 5,650 1,302

国の交付金事業に係る分 0 317,156 453,080 453,080 453,080 453,080 453,080 453,080 453,080 453,080 453,080 0 0 0 0

その他 89,996 83,121 85,351 83,586 76,098 61,233 58,038 50,370 45,209 38,333 29,515 18,641 9,777 5,650 1,302

4 工事負担金 17,400 58,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

5 その他 44,271 44,442 44,613 44,786 44,959 45,132 0 0 0 0 0 0 0 0 0

投資有価証券売却代金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 44,271 44,442 44,613 44,786 44,959 45,132 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計　（E） 151,667 1,056,228 1,761,004 1,759,412 1,752,097 1,737,405 1,689,078 1,681,410 1,676,249 1,669,373 1,660,555 607,621 598,757 594,630 590,282

1 建設改良費 1,119,213 2,490,590 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 2,718,480 1,359,240 1,359,240 1,359,240 1,359,240

2 建設利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3 企業債償還金 495,198 511,689 525,127 523,837 492,795 460,374 424,211 384,402 353,188 299,752 252,790 188,615 149,297 145,055 133,511

4 その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計　（F） 1,614,411 3,002,279 3,243,607 3,242,317 3,211,275 3,178,854 3,142,691 3,102,882 3,071,668 3,018,232 2,971,270 1,547,855 1,508,537 1,504,295 1,492,751

差引不足額　（G）　〔（E）－（F）〕 △ 1,462,744 △ 1,946,051 △ 1,482,603 △ 1,482,905 △ 1,459,178 △ 1,441,449 △ 1,453,613 △ 1,421,472 △ 1,395,419 △ 1,348,859 △ 1,310,715 △ 940,234 △ 909,780 △ 909,665 △ 902,469 

有収水量（千㎥/年） 14,254 14,195 14,149 14,132 14,036 13,970 13,915 13,897 13,795 13,740 13,686 13,651 13,559 13,501 13,436

供給単価 211.71 234.47 264.16 264.03 258.16 267.92 271.16 270.49 271.35 272.90 275.12 279.02 282.36 286.02 287.86

給水原価 248.48 257.75 271.46 271.16 265.17 274.83 278.00 277.26 278.10 279.62 281.82 285.71 289.06 292.75 294.61

現金収支　（H）〔（D）+（G）－（特利）〕 △1,898,220 △2,172,118 △1,482,603 △1,482,905 △1,459,178 △1,441,449 △1,453,613 △1,421,472 △1,395,419 △1,348,859 △1,310,715 △940,234 △909,780 △909,665 △902,469

留保資金〔減価償却費 － 長期前受金戻入＋（H）〕 △544,523 △1,225,350 △392,860 △383,732 △333,182 △312,030 △314,125 △267,861 △226,690 △167,837 △102,516 269,832 310,084 329,600 323,761

留保資金残高 4,455,477 3,230,127 2,837,267 2,453,535 2,120,353 1,808,323 1,494,198 1,226,337 999,647 831,810 729,294 999,126 1,309,210 1,638,810 1,962,571

令和13年度科　目　＼　年　度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度
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 7.5 投資以外の取組・検討状況等 

 

  ・組織の再編 

事業統合の大きな目的の一つである組織の再編を推進し、人件費等の経費の削

減を図っていくものです。 

令和 2 年度の統合から数年間は、事業統合による住民サービスへの影響を考慮

して、それぞれの市町の旧水道部署に営業所を設置し、窓口業務等を継続するこ

ととしています。 

今後は、住民サービスの低下をできる限り招かないよう、給水申込、水道の開

栓・閉栓届、料金支払い等の窓口での諸手続きについて、電話、Ｅメール、ホー

ムページ等の活用を進めながら、営業所の統廃合を進めていきます。 

 

R2（統合時）            随時営業所の統廃合を実施 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

Ｒ11（10 年後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             図 6.2-1 将来の組織体制 
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本ビジョンで掲げた実現方策を適切に推進し目標の実現を図るため、一定期間事業を

進めた段階で、次の事項を実施します。 

 

① 施策の進捗状況及び実施効果の把握 

各施策は、進捗状況を把握しながら推進します。また途中段階において、業務指標

（PI）などを利用して、施策の実施効果を検証します。 

 

② 計画の見直し 

本ビジョンの実現方策は、今後概ね 1５年間で実施する施策ですが、これらの施策

の背景となる水需要、社会情勢等の経営環境は、今後さまざまな要因で変動していく

可能性があります。そのため、本ビジョンや具体的施策については、実施、検証を行

ったのちに定期的にこれらの計画に対する見直しを PDCAサイクルに従って行い、

事業を推進していきます。 

 

 

図 7.1-1 新水道ビジョン推進の PDCA サイクル 



72 

 

 

 

 

あ           

■アセットマネジメント（あせっとまねじめんと） 

 給水サービスを継続していくため、必要な補修、更新といった施設管理に必要な費用

とそのための財源を算定し、長期的な視点に立って経営を行っていくこと。 

 

■一日最大給水量（いちにちさいだいきゅうすいりょう） 

 一日当りの給水量が、年間の最大のものを一日最大給水量という。 

 

■営業収支比率（えいぎょうしゅうしひりつ） 

 営業費用に対する営業収益の割合を表すものである。 

 この比率は、総収益比率や経営比率と比べて、特別損益、営業外収支及び受託工事と

いった企業本来の活動とは直接結びつかない収支を除外して、企業固有の経済活動に着

目した収益性分析数値ということができ、数値が 100％未満の場合には健全経営とは

いえない。 

 

■塩素消毒（えんそしょうどく） 

 塩素の強い殺菌作用により微生物や病原菌等を殺菌し、飲料水としての安全性を確保

するとともに、所定の残留塩素を維持し、送・配・給水系統での細菌汚染を予防するた

めに用いられる処理プロセス。 

 

■応急給水（おうきゅうきゅうすい） 

 地震、渇水、施設の事故等により、水道管による給水ができなくなった場合に、被害

状況に応じて拠点給水､運搬給水及び仮設給水設備による給水等を行うこと。 

 

か           

■給水区域（きゅうすいくいき） 

 水道事業者が厚生労働大臣の認可を受け、一般の需要者に応じて給水を行うこととし

た区域。 

 

■給水原価（きゅうすいげんか） 

 有収水量 1m3当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表すものである。供給原

価ともいう。 

 



73 

■給水収益（きゅうすいしゅうえき） 

 水道事業会計における営業収益の一つで、公の施設としての水道施設の使用について

徴収する使用料のこと。通常、水道料金として収入となる収益がこれにあたる。 

 

■給水人口（きゅうすいじんこう） 

 給水区域内に居住し、水道により給水を受けている人口をいう。給水区域外からの通

勤者や観光客は給水人口には含まれない。 

 

■供給単価（きょうきゅうたんか） 

 有収水量 1m3当たりについて、どれだけの収益を得ているかを表すものである。給

水単価ともいう。 

 

■業務指標（ぎょうむしひょう）＝Performance Indicator、PI 

 水道事業の運営基盤の強化を図るため、水道事業体が行っている様々な業務を一定の

算定式により数値化し、その運営状況を客観的に評価するもの。 

 

■緊急遮断弁（きんきゅうしゃだんべん） 

 地震や管路の破裂などの異状を検知するとロックやクラッチ（動力伝達装置）が解除

され、自動的に自重や重錘または油圧や圧縮空気を利用して緊急閉止できる機能を持っ

たバルブ。 

 

■クリプトスポリジウム（くりぷとすぽりじうむ） 

 寄生性の原虫であり、塩素等の薬剤に強く、飲食により人に感染し腹痛、下痢等を起

こす病原微生物。水系感染することが認識されたのは 1980 年代になってからである

が、それ以降、汚染された水道水を原因とする大規模な集団感染をたびたび引き起こし

ている。 

 平成 8（1996）年 6 月に埼玉県越生町で町営水道水が原因となった大規模な集団

感染を引き起こしたことから、その対策の重要性が認識され、厚生省（現厚生労働省）

は「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」を全国に通知し、濁度 0.1 度以

下でのろ過水管理等の対策を取ることを求めている。 

 

■経常収支比率（けいじょうしゅうしひりつ） 

 経常費用（営業費用＋営業外費用）に対する経常収益（営業収益＋営業外収益）の割

合を表すもので、この数値が 100％を超える場合は単年度黒字を、100％未満の場合

は単年度赤字を表すことになる。総収支比率と比べ特別損益が除かれているため、企業

の経常的な活動における収益性を表すものといえるが、営業外収支の影響は除かれてい

ないため、営業収支比率と併せて検討する必要がある。 
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■減価償却（げんかしょうきゃく） 

 企業がものを作ったりサービスを提供したりするために購入した機械、建物、車両と

いった資産は、長期間にわたって収益を生み出す。取得費用は、通常取得した時にまと

めて支出されるが、費用が最初にまとめて計上され、収益がその後の長い期間に生じた

のでは、財務上のバランスがとれない。そこで、帳簿上では、取得した資産の費用と取

得した資産の収益のバランスを合わせるため、収益を生み出す期間に合わせて費用を分

けて計上し、収益を生み出すために資産は目減りすると考える。このような考え方に立

って、資産の目減り分を費用として計上するのが減価償却である。 

 

■原水（げんすい） 

 浄水処理する前の水。水道原水には、大別して地表水と地下水があり、地表水には河

川水、湖沼水、貯水池水が、地下水には伏流水、井水等がある。 

 

■高効率機器（こうこうりつきき） 

 一般的に普及している標準的な機器の効率よりも高いレベルの効率を有する機器。省

エネルギーや環境負荷低減に寄与する先進技術が活用される。 

 

さ           

■残留塩素（ざんりゅうえんそ） 

 配水・給水管内に残留する塩素。生物再増殖を防止し、微生物的安全性を確保するた

めには、消毒剤の残留が不可欠であり、衛生上の措置として１㍑中に 0.1mg 以上確保

するように義務付けられている。 

 

■新水道ビジョン（しんすいどうびじょん） 

 水道を取り巻く環境の大きな変化に対応するため、厚生労働省によりこれまでの「水

道ビジョン（平成 16 年策定、平成 20 年改訂）」を全面的に見直し、平成 25 年 3 月

に「新水道ビジョン」が公表された。この「新水道ビジョン」では、50年後、100年

後の将来を見据え、水道の理想像を示すとともに、取り組みの目指すべき方向性とその

実現方策、関係者の役割分担等を提示されている。 

 

■水源（すいげん） 

 取水する地点の水。水源の種類には、河川表流水、湖沼水、ダム水、地下水、湧水、 

伏流水がある。 

 

■水質基準（すいしつきじゅん） 

 水を利用し、供給し、または排出する際に、標準とすべき基準。ここでは、水道法に

より水道水に対して定められた法的基準のことをいう。 
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■水道事業（すいどうじぎょう） 

 厚生労働大臣の認可を受けて経営される、一般の需要に応じて計画給水人口が 100

人を超える水道により水を供給する事業。 

 

■水道施設設計指針（すいどうしせつせっけいししん） 

 社団法人日本水道協会により、水道事業等における水道施設（取水施設、貯水施設、

導水施設、浄水施設、送水施設、配水施設及び給水装置）の計画、設計に関する技術的

基準が示されたものであり、最近では平成 24（2012）年に改定された。 

 

■浅層埋設（せんそうまいせつ） 

 水道管、ガス管、下水管等の埋設深さを従来の深さより浅くすること。管路等に係る

技術水準の向上等を受けて、コスト縮減等を目的として道路埋設基準が緩和された。 

 

た           

■耐震管（たいしんかん） 

 ダクタイル鋳鉄管（離脱防止機構付き継手）、鋼管（溶接継手）及び水道用ポリエチ

レン管（熱融着継手）等の耐震型継手を有する管。 

 

■耐震基準（たいしんきじゅん） 

 水道施設の耐震設計・施工を行うための基準。平成 20 年 4 月に、水道施設の技術

的基準を定める省令（いわゆる施設基準）が改正され、水道施設が保持すべき耐震性能

が規定された。この規定に基づき、社団法人日本水道協会により、「水道施設耐震工法

指針・解説 2009 年版」が改刊されている。 

 

■ダウンサイジング（だうんさいじんぐ） 

 施設・設備の規模や管路口径を小さくすること。 

 

は           

■配水池（はいすいち） 

 給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うために、浄水を一時貯える池。配水池の

容量は、一定している配水池への流入量と時間変動する給水量との差を調整する容量、

配水池より上流側の事故発生時にも給水を維持するための容量及び消火用水量を考慮

して定められる。 

 

 

 



76 

■非常用自家発電設備（ひじょうようじかはつでんせつび） 

 電力会社から供給を受ける電力とは別に、事業所内で必要な電力を自前で賄うための

発電設備で、使用機関は主にディーゼルかガスタービンである。電力会社からの電源供

給が途絶えた時や、受変電設備の故障時などの非常用電源として、照明、換気、消火設

備、通信設備及び監視制御設備等への最小保安電力を確保するために設置する。 

 

■ＰＤＣＡサイクル（ぴーでぃーしーえーさいくる） 

 Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の 4段階を繰り返す

ことによって、品質・管理の維持・向上や継続的な業務改善活動等を推進するマネジメ

ント手法。 

 

■病原生物（びょうげんせいぶつ） 

 宿主に寄生することによって、その個体に何らかの異常（疾病）を起こさせる生物。

顕微鏡的大きさのものは、病原微生物とも称される。 

 

■法定耐用年数（ほうていたいようねんすう） 

 課税の公平性を図るために設けられた基準（減価償却資産の耐用年数等に関する省令）

に定められた、税法における減価償却資産の耐用年数。 

 

ま           

■水安全計画（みずあんぜんけいかく） 

 WHO（世界保健機関）が提唱する安全な水の供給を確実に行うことができる水道シ

ステムを構築するための計画。食品製造分野で確立されている衛生管理手法の考え方を

導入し、水源から給水栓に至る各段階で危害評価と危害管理を行うことが特徴的。厚生

労働省より平成 20年度にガイドラインが示されている。 

 

や           

■有収率（ゆうしゅうりつ） 

 有収水量（料金徴収の対象となった水量）を給水量で除したもの。供給した配水量に

対して、料金徴収の対象となった水量の割合。 

 

ら           

■料金回収率（りょうきんかいしゅうりつ） 

 給水に係る費用がどの程度給水収益で賄えているか表すもので、この数値が 100％

を下回っている場合は、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを

意味する。 
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